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生 存 圏 学 際 萌 芽 研 究 セ ン タ ー

1.活 動 の概 要

生存圏学際萌芽研究セ ンターは、生存研の4つ の ミッション(環境計測 ・地球再生、太陽

エネルギー変換 ・利用、宇宙環境 ・利用、循環型資源 ・材料 開発)に 関わる萌芽 ・学際的な

研究を発掘 ・推進 し、中核研究部および開放型研究推進部 と密接に連携 して、新たな研究領

域の開拓を 目指す ことを 目的 として設置 された。そのために、所内教員のほか、ミッシ ョン

専攻研究員、学内研究担当教員、学外研究協力者 と共同で生存圏学際新領域の展開に努めて

きた。生存圏研究所は、平成22年 度か ら共同利用 ・共同研究拠点研究所 として、従来か ら

実施 してきた施設 ・大型装置お よびデータベースの共同利用 に加 えて、プロジェク ト型の共

同研究を推進す る。このため、生存圏学際萌芽研究セ ンターが共同研究拠点 として機能す る

ための組織変更を平成21年 度 に実施 した。 また、組織変更 と合 わせて、従来学内あるいは

所内に限定 していた研究助成の応募対象者を学外研究者まで拡大する変革を行 った。さらに、

生存圏研究所に特徴的なプロジェク ト型共同研究を支援 ・推進す るため、フラッグシップ共

同研究を立ち上げた。

平成24年 度は6名 の ミッシ ョン専攻研究員を公募によって採用 し、萌芽 ミッシ ョンの研

究推進 を図るべ く、生存圏科学の新 しい領域 を切 り開 く研究に取 り組んだ。

また、所内のスタッフだけではカバーできない領域を補 うために、平成24年 度は理学研究

科、工学研究科、農学研究科を含む19部 局、計60名 に学内研究担当教員を委嘱 した。

平成21年 度からは、共同利用 ・共同研究拠点化に向けて、従来 ミッシ ョン代表者が所内研

究者に配分 した研究費を、学外研究者を含む公募型研究 「生存圏 ミッシ ョン研究」に変更 し、

平成24年 度 は、26件(う ち国際共同研究7件)を 採択 ・実施 した。また、従来学内に限定 し

た 「萌芽 ミッシ ョンプロジェク ト」を学外まで拡大 し、40歳 以下の若手研究者 を対象 とす る

公募プロジェク ト 「生存圏科学萌芽研究」に改革 し、平成24年 度は15件 を採択 ・実施 した。

さらに、平成21年 度に生存研に特徴的なプロジェク ト型共同研究を支援す るため、「生存圏

フラッグシップ共同研究」を立ち上げ、公募 によ り3件 を採択 した。従来、中核研究部を中

心 とした一部の共同研究プロジェク トは、所内研究費の配分が無いなどの理 由によ り外部か

ら認識 されに くい場合があったが、研究所を代表す るプロジェク ト型共同研究 としての地位

を賦与す ることにより、共同研究拠点活動の一環 としての可視化 を図るものである。現在進

めている 「生存圏フラッグシップ共同研究」は、以下の3件 である。

1)熱 帯産業林の持続的生産利用に関する多角総合的共同研究

2)バ イオナノマテ リアル共同研究

3)バ イオマス ・物質変換のためのマイクロ波高度利用共同研究

さらに、バイオマス由来物質、大気質お よび電磁場の生体影響な どに関す る学際萌芽的課

題 と、健康な木質居住環境 の構築に焦点を当て、人の健康 と安心 ・安全 に資す る独創的な研
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究を展開す る"生 存圏科学における新領域開拓"プ ロジェク トを立ち上げ、ミッシ ョン専攻

研究員、国内外の共同研究者 とともに研究を開始 した。

また、共同研究集会 として生存圏シンポジウムや定例オープンセ ミナー を開催 し、生存圏

が包摂す る4圏 の相互理解 と協力を促 し、これに基づ く生存圏にかかわる学際的な萌芽 ・融

合研究について新たなミッシ ョン研究を創生 ・推進することに努 めている。本年度は研究所

主導のシンポジウムを3件 企画するとともに、生存圏科学研究に関す るテーマについて全国

の研究者が集 中的に討議する生存圏シンポジウムを21件 、公募により採択 しまし、参加者の

総数は2056名 を数 えている。

オープンセ ミナーについては、所員や ミッション専攻研究員だけでな く所外の様々な領域

の研究者を囲み学生達 とも一緒 になって 自由に意見交換 を行い、より広い生存圏科学の展開

に向けて相互の理解 と研鎭を深 めるとともに、新 しい研究 ミッションの開拓に取 り組んだ。

セ ンター会議およびセンター運営会議を開催 し、セ ンターや ミッシ ョン活動の円滑な運営

と推進を図るための協議 を定例的に行 った。

2.セ ンター構 成員

運営会議委員

林 知行(独 立行政法人 森林総合研究所)

廣岡俊彦(九 州大学 大学院理学研究院)

高妻洋成(独 立行政法人国立文化財機構 奈良文化財研究所埋蔵文化財セ ンター)

草野完也(名 古屋大学 太陽地球環境研究所)

青柳秀紀(筑 波大学 大学院生命環境科学研究科)

巽 大輔(九 州大学 大学院農学研究院)

船木一幸(宇 宙航空研究開発機構 宇宙科学研究所)

(センター長)矢 野浩之、(副 所長)渡 邊隆司、

(ミ ッシ ョン推進委員会委員長)矢 崎一史

(ミ ッシ ョン代表)塩 谷正人(副 所長)、 篠原真毅、山川 宏、小松幸平

セ ンター会議構成員

・ センター長(矢 野浩之(兼 任))

・所 内教員(学 際萌芽研究分野:篠 原真毅 ・吉村 剛 ・橋 口浩之 ・畑 俊充 ・鈴木史朗

国際共同研究分野:山 本 衛、全国共同研究分野:今 井友也(い ずれ も兼任))

・ ミッシ ョン専攻研究員(樫 村京一郎、SanjayKumarMEHTA、 横山竜宏、鈴木 遥、中宮賢

樹、松原恵理)

・ 学内研究担当教員(兼 任)

・ 学外研究協力者

ミッション専攻研究員の公募

生存圏研究所では、ミッシ ョン専攻研究員 を配置 している。 ミッシ ョン専攻研究員 とは、

研究所の学際萌芽研究センターあるいは開放型研究推進部に所属 し、生存圏科学の創成を 目
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指 し た4つ の ミ ッ シ ョ ン(環 境 計 測 ・地 球 再 生 、 太 陽 エ ネ ル ギ ー 変 換 ・利 用 、 宇 宙 環 境 ・利

用 、循 環 型 資 源 ・材 料 開 発)に 係 わ る 萌 芽 ・融 合 的 な 研 究 プ ロ ジ ェ ク トに 専 念 す る 若 手 研 究 者

で 、 公 募 に よ っ て 選 任 し て い る 。

3.ミ ッ シ ョ ン 専 攻 研 究 員 の 研 究 概 要

氏 名 、(共 同 研 究 者)、 プ ロ ジ ェ ク ト題 目 、 研 究 内 容

樫 村 京 一 郎(篠 原 真 毅):マ イ ク ロ 波 に よ る 低 炭 素 化 社 会 構 築 へ の 開 発 研 究

図1は 我 が 国 に お け る 各 産 業 の 温 室 効 果 排 出 量 を 円 グ ラ フ と し た も の で あ る 。 各 産 業 の 温

室 ガ ス 排 出 量 は 「鉄 鋼 、 化 学 、 窯 業 ・土 石 」 の 順 で 大 き く な っ て お り 、 こ れ を 速 や か に 削 減

す る こ と は 人 類 の 生 存 圏 確 保 に 大 き く 貢 献 で き る 。 近 年 、 こ の 工 学 問 題 へ の 解 と し て 「マ イ

ク ロ 波 」 が 注 目 され て い る 。 宇 宙 太 陽 光 発 電 に よ り得 ら れ た 大 電 力 は 、 火 炎 に か わ る21世

紀 の 新 し い 再 生 可 能 な エ ネ ル ギ ー 源 で あ り 、 優 れ た エ ネ ル ギ ー 伝 送 能 を 有 す る 。 こ れ を 用 い

れ ば 、 素 材 製 造 分 野 に お い て 産 業 革 命 よ り採 用 さ れ て き た 化 石 燃 料 を 、 再 生 可 能 な マ イ ク ロ

波 エ ネ ル ギ ー で 代 替 す る こ と が 可 能 と な る 。 こ れ に よ り、 我 が 国 に お い て 排 出 され る 炭 酸 ガ

ス を3割 削 減 す る こ と が 期 待 で き る 。

ミ ッ シ ョ ン 研 究 員 と し て 、 素 材 製 造 分 野 に お け る 再 生 産 可 能 な マ イ ク ロ 波 エ ネ ル ギ ー に よ

る 新 た な 化 学 資 源 変 換 法 の 確 立 を 目 的 と し 、 金 属 精 錬 ・新 素 材 合 成 プ ロ セ ス 構 築 へ の エ ネ ル

ギ ー 伝 送 法 に 焦 点 を 置 き 、 そ の 金 属 精 錬 へ の 応

用 を 行 っ た 。 鹿 棄抽 処理 鞘

轍 監

図1我 が 国 に お け る 温 室 効 果 ガ ス 合 電 紅

計 。 我 が 国 で は 製 鉄 分 野 に お け る 炭 酸

ガ ス 排 出 量 が そ の3割 を し め て い る 。

モ[環境 省 地 球 環 境 局 地 球 温 暖 化 対 策 課:

地 球 温 暖 化 対 策 推 進 法 に 基 づ く 温 室 効

果 ガ ス 排 出 量 算 定 ・報 告 ・公 表 制 度 に

よ る 平 成19年 度 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量

の 集 計 結 果,(2007)p.p.25]

SanjayKumarMEHTAqbshitakaTsuda):Astudyonthevariationofthetropical

tropopausebyusinghighprecisionsatellitedata

Thetrendsandvariousinterannualvariabilitycomponentsinthetropicaltropopauselayer(TTL)

overthetropics(15°S-15°N)wereexaminedbyemployingupperairdataffomGPSradiooccultation

(RO),radiosonde(IGRA,RICH,andHadAT2),andERA-Interimduringtheperiod2001-2010.The

detectioncapabilityoftheGPSRO,thoughwithlimiteddatacoverage,hasbeenshowninprevious

studies.Thetemperatureanomaliesf士omuna(Uustedradiosonde(IGRA),a(加stedradiosonde(RICH

andHaAr2),andERA-lnterimshowfavorablecomparisonwiththeGPSROexceptatlOOhPainthe
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ERA-Interimdata.Adetailedanalysisofthewa㎜ingobservedintheTTL盒om2001to2010using

bothstandardlinearandmultipleregressionsiscarriedout.Thetemperaturetrendsestimatedusing

standardlinearregressionanalysis(withonlyconstantandlineartrendterms)revealsastrong

warmingofaboutO.5-1.5K/decadeintheTTL(aboutl6-19km)withmaximumwa㎜ingataboutl8

㎞ineachdatasetduring2001-2010.Fu曲er,multipleregressionanalysisisper飼 ㎜edwhile

includingvariousinterannualcomponents,suchasquasi-bie皿ialoscillation(QBo),ElNi五 〇southem

oscillation(ENSO),andstratosphericaerosolopticaldepth(AOD).Weper艶 ㎜edtwotypesof

multipleregressionanalysisthatdonotconsiderandthatconsiderseasonalmodulationofthe

interannualcomponents.ThedistinctwarmingintheTTLispartiallybutnotcompletelyremovedon

removingtheQBoandENsocomponents.However,onremovingtheAoDalongwiththeQBo,the

ENSOremovesthedistinctwa㎜ingintheTTLTherefbre,thisstudyshowsthatthestrongdistinct

warmingintheTTLispartlyassociatedwithminorvolcanicemptionsduringthefirstdecadeofthe

21stcentur》 へPositiveandsignificantAODresponsestothetemperaturesofaboutO.1-0.2Kare

observedintheTTLregion,explainingabout5%tol5%ofthetotalvarianceduring2001-2010.

横 山 竜 宏(山 本 衛):高 精 細 大 気 圏 ・電 離 圏 統 合 モ デ ル に よ る 電 離 圏 擾 乱 現 象 の 解 明

地 球 大 気 を 覆 う電 離 圏(高 度90-1000km)は 、 下 層 大 気 と 宇 宙 空 間 を 繋 ぐ遷 移 領 域 で あ る と

同 時 に 衛 星 電 波 が 遅 延 等 の 影 響 を 受 け る 伝 搬 経 路 で も あ る 。 特 に 、 局 所 的 な プ ラ ズ マ 密 度 の

不 規 則 構 造 を 伴 う電 離 圏 擾 乱 が 発 生 した 場 合 に は 、電 波 の 振 幅 、位 相 の 急 激 な 変 動(シ ン チ レ

ー シ ョ ン)が 生 じ る た め
、GPS等 に よ る 電 子 航 法 に 深 刻 な 障 害 を 及 ぼ す こ と が 知 られ て い る 。

こ の よ う な 電 離 圏 擾 乱 の 発 生 機 構 を 解 明 し 、 発 生 を 事 前 に 予 測 す る こ と が 、 科 学 ・実 用 の 両

面 か ら求 め られ て い る 。 従 来 の 地 球 大 気 の 研 究 は 、 大 気 の 一 部 が 電 離 し電 磁 力 学 が 重 要 と な

る 電 離 圏 と そ れ 以 外 の 領 域 は 、 そ れ ぞ れ 独 立 し た 研 究 対 象 と考 え られ 、 両 者 の 結 合 と い う観

点 か ら の 研 究 は 非 常 に 限 られ て い た 。 近 年 、 学 会 等 で も 大 気 圏 ・電 離 圏 を 統 一 し た セ ッ シ ョ

ン が 作 ら れ る 等 、 中 性 一 電 離 大 気 結 合 の 重 要 性 が 注 目 を 集 め つ つ あ る 。 そ こ で 本 研 究 で は 、

静 力 学 平 衡 を 仮 定 し な い 全 球 大 気 圏 モ デ ル の 開 発 を 見 据 え た 研 究 を 実 施 す る 。 さ ら に 、 こ の

モ デ ル に 電 離 圏 プ ラ ズ マ 物 理 を 統 合 し 、 大 気 圏 ・電 離 圏 を 一 体 の も の と し て 捉 え る こ と に よ

り 、 局 所 的 な 現 象 で あ る 電 離 圏 擾 乱 を 全 球 的 な 視 点 か ら理 解 し 、 精 度 の 高 い 電 離 圏 擾 乱 の 発

生 予 測 の 実 現 を 目指 す 。下 層 大 気 が 電 離 圏 の 及 ぼ す 影 響 に つ い て 定 量 的 に 考 察 す る と と も に 、

イ ン ドネ シ ア を 中 心 に 展 開 され て い る 生 存 圏 研 究 所 の 観 測 網 と数 値 モ デ ル と の 比 較 を 行 い 、

プ ラ ズ マ バ ブ ル の 生 成 機 構 解 明 を 目 指 す 。

本 年 度 の 成 果 と し て 、 現 在 ま で に 独 自 に 開 発 を 進 め て き た 中 緯 度 電 離 圏 の 数 値 モ デ ル の 高

速 化 を さ ら に 進 め 、 南 北 両 半 球 を 結 合 さ せ た 数 値 モ デ ル を 完 成 さ せ た 。 南 北 両 半 球 で 同 時 に

観 測 さ れ るMSTIDを モ デ ル で 再 現 し 、 両 半 球 に お い て 不 安 定 を 成 長 さ せ る 風 向 の 場 合 に 最

も 成 長 が 速 い 様 子 が 見 られ た 。 ま た 、E領 域 の 条 件 は 変 化 させ て い な い に も か か わ らず 、F

領 域 の 成 長 速 度 に 応 じ てE領 域 の 密 度 変 動 も 影 響 を 受 け て い る 様 子 が 見 ら れ た 。 つ ま り、F

領 域 のMSTIDの 成 長 が 、E領 域 の 密 度 構 造 に フ ィ ー ドバ ッ ク し て い る こ と が 明 ら か と な っ

た 。
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鈴木 遥(森 拓郎):木 質資源の循環利用システムを地域社会=文 化においてどう構築する

か

地域社会=文 化の実情に沿った木質資源の循環利用システムに向けた技術開発の方 向を検

討す ることを 目指 して、地域材 を用いた住宅に着 目し、現状の問題点 とその解決方法を検討

する。具体的には、持続的な木材利用システムが求め られてい る地域のひ とつである京都府

与謝野町加悦地区を対象に、木造住宅の修理 ・改修状況 と木材供給の構造を分析 し、そ こに

み られ る課題 を考察することを本研究の 目的とした。

現地調査および文献精読の結果、当該地域では、木造住宅の修理 ・修復に対する意識 は高

いが、それを地域材でまかな うことに対す る意識は低 く、商社による木材供給の寡 占や製材

所の減少など、地域材を利用す るための社会基盤は衰退 してい ると考え られた。

今後は、以前木材 を買い付けていた隣町を含む より広域な地域 内で、地域材利用システム

の再構築を検討す ることがまず課題 となる。また、工務店 ・設計事務所がもつ木造住宅に関

する情報や技術を生か しなが ら、木造住宅の保存に対するインセンテ ィヴを建築 ・木材 関連

産業の活性化 につなげてゆ くことも必要である。

中宮賢樹(山 川 宏):地 球周辺の宇宙環境の積極的改善に向けた工学研究

1957年 のスプー トニク1号 打ち上げ以来、人類は活動範囲を宇宙に広げて多 くの人工衛

星を打ち上げてきた。 しか し、それ と同時に、打ち上げで使用 したロケ ット等の破片や運用

を終了 して地球の周囲を浮遊 している人工衛星等の宇宙 ゴミ(ス ペースデブ リ)は 増 え続け

てお り、2012年1.月 現在、地上か らの観測でカタログ化(地 球低軌道で10cm以 上)さ れて

いるだけでも16000個 を超える1)。デブ リは地球低軌道では約7km!sの 速度で移動 してお

り、これ らが運用 中の人工衛星や国際宇宙ステーシ ョンなどに衝突すれば装置が壊れた り、

乗員の生命に危険及ぼした りす る恐れがあ り、宇宙開発を継続す る上で国際問題 となってい

る。

さらに各国のデブ リ推移モデル により、 これ以上打ち上げを行わなくても、既に軌道上に

あるデブ リ同士が衝突す ることによって、デブ リの数が どん どん増加 して しま う自己増殖が

すでに開始 していると考 えられてお り2)、実際、2009年 にはアメ リカ ・ロシアの通信衛星同

士が衝突す る事件等が起 こっている。

従って、今後 これ以上スペースデブ リを発生 させない ように努力す るだけでは不十分で、

今既にあるスペースデブ リを能動的に取 り除く必要性がある。 しか し、デブ リは地球低軌道

な どのい くつかの軌道にま とまって存在 しているため、デブ リ全てを除去す る必要はな く、

そのような軌道から年間5個 程度の大型 のデブ リを除去 し続 けることでデブ リが衝突する危

険度 を効果的に下げることができる3)。

能動的に地球近傍 のスペースデブ リを除去するには、例 えば、デブリ除去衛星を打ち上げ

てデブ リを捕獲 し、軌道 を変換 してデブ リを地球大気圏に突入 させる方法が考 えられ る。 し

か し、従来か ら人工衛星で使われているガスジェッ トを使 ってデブ リの軌道を変更 させるに

は多量の推進剤 が必要 となる。そこで本研究では、地球周辺の宇宙環境を積極的に利用 して、

宇宙空間に存在す るプラズマにより除去衛星 を帯電 させ4・5)、その帯電 した衛星が地磁場を横
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切って得 るロー レンツカ を推力 とす ることで、推進剤無 しにデブ リの軌道変換を行 う新 しい

手法について検討 を行った。

松原恵理(川 井秀一):木 質資源の"心 地良さ"と 生理応答の評価システムの確立

ヒ トが木質環境の良さを感 じるとき、見た 目の印象ばか りではなく、木材か ら放出 され る

においも重要な刺激 因子である。木質環境の居住性 に関する研究において、内装による視覚

的効果に関する研究報告 は蓄積 されつつあるが、においに関す る報告は多 くない。そこで、

木材 由来の揮発性有機化合物(VOC)に よる心理的快適性や生理応答 を評価す るシステム確立

を目指 して、本年度は、二つの研究課題を設定 し検討を行 った:課 題① 「スギ材施工空間に

おける作業時の心理 ・生理応答解析」、課題② 「木材 由来の揮発性有機化合物による脳機能へ

の影響解析」。課題①では、実大環境で木材 由来VOCが ヒ トへ与える影響について明 らかに

す ることを 目的 とした。スギ材 を施工 した室内の空気中VOCの 定性 ・定量分析、スギ材由来

VOCに 対す る主観的な評価や計算作業量の分析 、作業前 ・中 ・後の生理 ・生化学的な解析 を

行った。課題②では、木材 由来VOCに よる脳の局所的な反応 と心理的な応答について明らか

にす るために、試薬で嗅覚を刺激 し前頭葉血流量の変化を計測 した。また、実験に供 した試

薬に対す る主観的な評価 を行った。

4.平 成24年 度 生存 圏学際萌 芽研究 セ ンター 学 内研 究担 当教 員

部 局 名 職 名 氏 名 研 究 課 題

文学研究科 ・文学部 准教授 伊勢 田 哲治 環境科学 における科学知とローカル知の協 同

教 授 余田 成男 赤道域大気変動に関する数値実験的研究

教 授 柴田 一成 太陽活動現象

教 授 里村 雄彦 赤道域 降水変動に関する観測 的及び数値実験的研究

理学研究科 ・理学部 教 授 鍵 山 恒 臣 火山からの火山ガス放出の遠 隔測定の研究

教 授 一本 潔 太陽活動と宇 宙天気

教 授 嶺重 慎 宇宙プラズマ現象

教 授 長田 哲也 宇宙空間ダストの赤外線観測

教 授 永 田 雅 人 回車云系対流パターンの非柵 多安定性解析 による大気圏流れ の解明

工学研究科'工 学部 准教授 柴 田 裕実 宇宙ダスト.スペ_ス デブリ衝 突現象に関する研究

准教授 須崎 純一 マイクロ波リモートセンシングによる都市域モニタリング

教 授 太 田 誠 一 熱帯林 の土壌生態

教 授 木村 恒 久 セルロースの機能化に関する研究

教 授 阪井 康能 植物由来揮発性化合物を介 した生物 間相互作用の研究

農学研究科 ・農学部

教 授 谷 誠 森林利用の水資源に及ぼす影響

教 授 井上 國世 リグナン類の酵素機能調節 に関する研究

教 授 高部 圭司 木質バイオマスの基本構造と多面的利用 に関する研究
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准教授 藤井 義久 木材の生物劣化の非破壊診断技術開発

農学研究科・農学部 講 師 坂本 正弘 タケ資源 の有効利用

助 教 小杉 緑子 森林 ・大気間における熱・水・CO2交 換過程

人間・環境学研究科 ・ 教 授
内本 喜晴 リチウムイオンニ次電池および燃料電池材料の開発総合人間学部

教 授 坂 志朗 ヤシ科植物の総合的エネルギー利用の研究

教 授 佐川 尚 光合成型エネルギー変換
エネルギー科学研究科

准教授 河本 晴雄 ヤシ科植物の総合的エネルギー利用の研究

助 教 陳 友晴 鉱 山開発による周辺生存 圏の変化に関する研究

教 授 荒木 茂 熱帯強風化土壌における作物栽培の地域間比較

アジア・アフリカ地域研究研究科 教 授 小杉 泰 イスラーム世界 における生存基盤論

教 授 池野 旬 地域経済圏の形成に関する、アジア・アフリカの比較研究

教 授 佐藤 亨 大気 レーダーイメージング技術の開発

教 授 酒井 徹朗 循環型社会における流域情報システム

教 授 守屋 和幸 繁殖雌牛を利用 した小規模放牧管理技術

情報学研究科

准教授 荒井 修亮 バイオロギングによる水圏生物の生態解明

准教授 小山 里奈 陸上生態系の物質循環における植物の役割の評価

助 教 三 田村 啓理 バイオロギングによる水圏生物の生態解明

教 授 柴 田 昌三 竹資源の有効活用 の促進

地球環境学堂

准教授 市岡 孝朗 森林生態系における生物間相互作用に関する研究

化学研究所 教 授 中村 正治 化学資源活用型の有機合成化学の開拓

教 授 長崎 百伸 先進核融合エネルギー生成
エネルギー理工学研究所

教 授 片平 正人NMR法 を用いた木質バイオマスの活用の研 究

教 授 寳 馨 生存圏諸過程における防災技術政策に関する研究

教 授 千木良 雅弘 地圏 ・水圏インターフェースでの岩石風化現象の解明

教 授 中北 英一 大気 レーダーの水文学への応用 に関する研究

教 授 石川 裕彦 境界層レーダーによる境界層観測とその気象防災への応用

防災研究所 教 授 釜井 俊孝 都市圏における地盤災害

「伝染病に対する気象、気候要素インパクト」「スマトラ アカシア

准教授 林 泰一
林上の乱流輸送過程の研究」

准教授 福 岡 浩 森林圏における土砂災害・土砂環境の研究

助 教 王 功輝 森林圏における土砂災害・土砂環境の研究

ウイルス研究所 教 授 藤 田 尚志 木竹酢液の抗ロ蹄疫 ウイルス活性の研究

教 授 松林 公蔵 医学からみた人間の生存圏

教 授 水野 廣祐 東南アジアにおける持続的経済社会とエントロピー

東南アジア研究所

教 授 藤 田 幸一 熱帯アジアの水資源利用・管理 に関する研究

教 授 河野 泰之 東南アジアの生活 ・生業空間の動態
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東南アジア研究所 准教授 甲山 治 泥炭湿地における大規模植林が周辺環境に与える影響評価

教 授 中島 浩 生存圏に関する計算実験への計算機科学 的アプローチ

学術情報メディアセンター

准教授 岩下 武史 生存圏に関する計算実験への計算機科学 的アプローチ

生態学研究センター 准教授 陀安 一郎 集水域の同位体生態学

准教授 柳澤 雅之 生態環境資源の地域住民による利用と管理に関する研究

地域研究統合情報センター

助 教 星川 圭介 人間の 自然環境へ の適応形態と生存基盤 の変化に関する研究

フィールド科学教育研究センター 助 教 坂野上 なお 木造住宅生産システムと木質材料の供給に関する研究

アフリカ地域研究資料センター 教 授 重 田 眞義 アフリカにおける在来有用植物 資源の持続的利用

5.平 成24年 度 生存 圏科学 萌芽研 究 プ ロジェク トー覧

氏 名 研究プロジェクト題 目 共同研究者 関連部局

1(京 都羅 謝 究所.樹 木鐸 の人工創製・樹木 西村 裕志
はどっやって立っているのか?助教)

池谷 仁里

・
生命理撮 諜 教員)織 灘 霧雛 轟 犠 兵庫県立大学生命脚 究科

イミダゾリウム基 を側鎖 に含 む 矢野 浩之

石井 大輔 新規 セル ロースゲル電解 質 の 飯 島 康 司 龍谷大学理工学研究科3

(龍谷大学理工学部.助 教)作 製と電 也材料としての特性 評 林 久夫 京都大学農学研 究科

価 安藤 大将

_表 面疎水化によるバイオナノブ 阿部 賢太郎伊福 伸介

アイバ_の 産 業利用の促進 、低 矢野 浩之
4(鳥 取大簾 轡'

コスト化・分散性・相溶性の向 あ一 鳥取大学工学研究科

上Shervani

今 井 友 也 柳 川 綾

・(京 都大欝 研究所・ 灘 灘 課 鰯 姦 欝繍ll奈 良先端科学技術大学院大学

(鑑 謡 大学 電化道路タイ鐸 位電流1・よ 篠願 毅
6電 気.評 騰 工学系.る 翻 カート走行噸 電技術の 大平 孝 豊橋技術科学大学

実機試作および検証 坂井 尚貴助手)

川井 秀一

,(京 都大嵩 南箏ジァ研所 繕 耀 鷺 徽 鰍 織 韓 垂媛大学農学部.
.准 教授)の 開発,。 、.B。。,泉 都 大 学 東 南アジ ア研 究 所

Neoh

榊 原 圭太 濃 厚 ポ リマー ブラシ 付 与 セ ル ロ

8(京 都大学化学研 究所._ス ナノ構造体が形成する鵬 阿部 賢轡 京都大学化学研 究所

助教)構 造薄膜の光学材料への展開 辻井 敬旦

アルカロイド輸送能の改変植物士反 伸和 杉山 暁史
_9

一 を用いた環境適応機構の解 明 神　薬科大学(神戸薬科大学
・講師)矢 崎 一史

と物質生産
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高梨 功次郎 根粒 菌との共 生機構を利用した

10(京 都大学生存 圏研究所 ・ マメ科 植物 由来有 用物 質の大 池田 啓 国立科学博物館植物研究部

特定助教)量 生産

徳田 陽明

11(京 都大学化学研究所.マ イク゜バブル水を出発原料と 上 田 麺 京都大学化学研究所
_す る無機材料合成 横尾 俊信准教授)

.中 城 智之 レ_ダ_レ ンジイメ_ジ ングを用 山本 真之 大阪電気通信 大学情 報通信工学12(福井工業大学 工学部・ 柴垣 佳明

准教授)い た局地循環の観測的研究 橋 。 浩之 音区

古本 淳 一 超高解 像度 数値モデルと稠密

13(京 都大学生存圏研究所 ・ 観測による交通障害をもたらす 轟 漿

助教)局 地 的おろし風の解明

14(神 戸鳶 罵 情報学 鶴 犠 轟 墾 聞 竃 大村善治 宇宙航空研究開発麟 宇宙科学
小路 真史 研究所研究科 ・特命助教)ン

熱帯域 における降水システム及山根 悠介

び大規模 人工林 と大気 の相互 塩谷 雅人
15(常 葉学園欝 育学部'作 用解明

に資する気象データベ ・・一 帥PT㎞i㎞ ㎞ 曲
一スの充実化

生存圏科学萌芽研究 成果の概要

(1)樹 木細胞壁の人工創製:樹 木はどうやって立 っているのか?

1.研 究組織

代表者氏名:阿 部賢太郎(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:西 村裕志(京 都大学生存圏研究所)

2.研 究概要

樹木細胞壁 内において リグニンが どのよ うに構造化 し、また リグニンの堆積が細胞壁 に

及ぼす力学的寄与について深 く理解す るための基礎研究 として、本研究では木材細胞壁 の

モデル作製を行った。木材細胞壁か ら単離 したセル ロースミクロフィブ リルを用いてゲル

基板を作製 し、その基板内において人工 リグニンの合成を行 った。

(2)琵 琶湖の環境変遷に関わる生物由来難分解性有機物の特定

1.研 究組織

代表者氏名:池 谷仁里(兵 庫県立大学生命理学研究科)

共同研究者:西 村裕志(京 都大学生存圏研究所)、 菓子野康浩(兵 庫県立大学生命理学研

究科)

2.研 究概要

琵琶湖の富栄養化 による水質汚濁は、外部流入負荷よ りもプランク トンの一次生産 によ

る内部負荷の寄与率の方が遥かに大きく、湖水生物によって分解 され難い有機物(難 分解

性有機物)の 蓄積 が指摘 され てい る。我 々は これ までの研 究 で、シア ノバ クテ リア
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.4、ρゐ∂ηo飴θoθsp.の細胞外マ トリクス多糖(粘 質鞘)に は難分解性有機物が含まれ ること

を明 らかに し、琵琶湖汚染の一因である可能性 を示 した。そこで、本研究では.4ρ加 ηo孟力θoθ

sp.の粘質鞘に含 まれ る難分解性有機物の特定を目的 とし、生化学的な解析 をおこなった。

.4ρ加 ηo訪θoθsp.の粘質鞘を単離 し、微生物による生分解試験をお こなった結果、粘質

鞘の残渣か ら多糖類は検出 されず、殆 どがタンパ ク質であったことから、粘質鞘を構成す

るタンパ ク質が難分解性有機 物であ ることが分かった。 生分解試験後の試料 にっ いて

GCIMSお よびLCIMS分 析をお こない、新たに生 じた ピークの解析 を行 った。我々は

泌 加o解 飴sp.の 細胞増殖に影響す る難分解性有機物を精製す るにあた り、生体試料 か

らではなく、琵琶湖湖水か ら難分解性有機物の精製 を試みた。琵琶湖で.4ρ加 ηo訪θoθsp、

から必 加o(脚 血5sp.に 遷移する秋か ら冬 にかけての湖水(2011年 の8.月 か ら翌2012年3

月)を 用いて 晒 加o(狐 飴spに 与える影響を調べたところ、9.月と1.月の湖水で晒 加o(狐 飴

sp.の細胞増殖がみ られた。更に、9月 に採水 した湖水 を逆相 クロマ トグラフィーによる

HPLC精 製 の結果、精製 された試料が少なく難分解性有機物の特定には至 らなかったが、

泌 加oσ窃∫θsp.の細胞増殖に影響する複数の画分を得 ることができた。

(3)イ ミダゾリウム基 を側鎖に含む新規セル ロースゲル電解質の作製 と電池材料 としての

特性評価

1.研 究組織

代表者氏名:石 井大輔(龍 谷大学理工学部)

共同研究者:矢 野浩之(京 都大学生存圏研究所)、 飯島康司(龍 谷大学理工学研究科)、

林 久夫(龍 谷大学理工学部)、 安藤大将(京 都大学農学研究科)

2.研 究概要

耐熱性に優れ るバイオマス由来高分子であるセル ロースをべ一ス とする二次電池用ゲル

電解質の開発 を目標 として、熱安定性 に優れる新規セル ロース溶剤 として注 目されている

イ ミダゾ リウム型イオ ン液体のカチオン骨格であるイ ミダゾリウム基をセル ロース側鎖官

能基 として有す る新規セルロースゲル を作製 した。

(4)表 面疎水化によるバイオナノファイバーの産業利用の促進:低 コスト化、分散性・相溶性の上

1.研 究組織

代表者氏名:伊 福伸介(鳥 取大学工学研究科)

共同研究者:阿 部賢太郎(京 都大学生存圏研究所)、矢野浩之(京 都大学生存圏研究所)、

ZameerShervani(鳥 取大学工学研究科)

2.研 究概要

キチ ンナノファイバー(NF)を 疎水性に改質す るために表面にフタロイル基 を導入 した

「フタロイル化キチンNF」 を作成 した。平均置換度は0.19で あった。フタロイル化反応

後 もNFの 形状が維持 されていた。フタロイル化キチンNFは 主に非プロ トン製極性有機溶

剤に対 して高い親和性を示 した。特にジメチルスル ポキシ ドに対 しては均一に分散 した。

またフタロイル化 キチンNF分 散液は0.1%の 濃度でUV-Bお よびC領 域の紫外線 をほぼ完全
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にカ ットした。更に、ベ ンゼ ンや トルエン、キシレンの芳香族系溶剤に対 して高い親和性

を示 し、均一に分散 した。そ して、それ らの分散液は25度 付近で分散/沈 殿の温度相転移

の性質を示 した。

(5)有 害物質を排出 しない木質瓦礫減量化のための諸課題研究

1.研 究組織

代表者氏名:今 井友也(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:柳 川 綾(京 都大学生存圏研究所)、 樫村京一郎(京 都大学生存圏研究所)、

齋藤洋太郎(奈 良先端科学技術大学院大学)

2.研 究概要

2011年3.月 の東 日本大震災では、津波による甚大な被害が沿岸部で発生 した。津波によ

り破壊 された木造家屋由来の木質瓦礫 は、一次集積地において自然発火 による燃焼や腐敗

による悪臭発生の原因となっている。木質瓦礫 の処理法 として最も現実的な方法は焼却処

理だが、海水由来の塩素を含んだ木質瓦礫か らは、低温燃焼条件でダイオキシンの発生が

危惧 され る。そ こで、安全な木質瓦礫処理を担保するために、①木質瓦礫に含 まれ る塩分

量の測定 と、②塩分が含まれていても実行可能な木質瓦礫処理 として、堆肥化処理の検討

の二課題を行 った。まず塩分量の分析を、誘導結合 プラズマ発光分光分析装置(以 降、

ICPAES)お よび電気伝導度測定ベースのNa含 量計で行 ったところ、塩分含有量は極めて

低いことが確認 された。また海水処理木材の模擬降雨実験では、海水をかぶった場合でも、

その後の降雨で木片から塩分が十分除去 される。木材腐朽試験においては、海水処理 した

木材でも、無処理木材 と同程度の重量減少が観察 された。また野外 ・土中に杉材試験片を

3か 月埋設 したところ、手でも簡単に割れ るなど、明確な劣化が確認 され、木質瓦礫 の処

理法 として、本法の有効性が示 された。

(6)電 化道路タイヤ間変位電流による電動カー ト走行中給電技術の実機試作および検証

1.研 究組織

代表者氏名:ウ リン トヤ(豊 橋技術科学大学電気 ・電子情報工学系)

共同研究者:篠 原真毅(京 都大学生存圏研究所)、 大平 孝(:豊 橋技術科学大学電気 ・電子

情報工学系)、 坂井尚貴(豊 橋技術科学大学電子情報工学専攻)

2.研 究概要

本研究はVWPT方 式のハイパ ワー給電の有用性 を示すため、1110ス ケールモデル

EVERシ ステムの試作、実証実験を行った。結果,伝 送効率61%で10WのDCモ ータ

ーが正常に駆動できることを確認 した。

(7)熱 帯泥炭湿地林の持続的な利用に向けた泥炭地水文モデルの開発

1.研 究組織

代表者氏名:甲 山 治(京 都大学東南アジア研究所)

共同研究者:川 井秀一(京 都大学生存圏研究所)、 嶋村鉄也(愛 媛大学農学部)、
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伊藤雅行(京 都大学東南アジア研究所)、Kok-BoonNeoh(京 都大学東南アジ

ア研究所)

2.研 究概要

泥炭地劣化 と火災 とい う問題 を抱えるイン ドネシア リアウ州において水文データを蓄積

し、泥炭湿地林の保全回復 に向けた解析 を行 う。対象 とす るギアムシアックチル ・ブキッ

トバ トゥバイオスフィア リザーブ(以 下GSK-BBBR)は 、中央 に自然林の保護区コアゾ

ーンが、その周囲に緩衝 ゾーンとよばれるアカシアプランテーシ ョン林が、 さらに外側 を

囲む ように住民が利用す る遷移 ゾーンが存在する。GSK-BBBRは 、中央に自然林保護 区

コアゾーン(17.9万ha)が 、その 自然林 コアゾーンを囲む林業企業が保有す る緩衝 ゾー

ン(22.2万ha)、 更に外側を囲む ように、住民によるオイルパーム植栽 を中心 とした遷移

ゾー ン(30.4万ha)が 存在する(図1左 図参照)。 各ゾーンに雨量計 と水位計 を設置 し、

水文モデル開発 に向けたデータを蓄積 した。また コアゾー ンにおける違法伐採 と周辺部に

おける土地利用の改変に関 しても、衛星データを用いて解析 した。

(8)濃 厚ポ リマー ブラシ付与セル ロースナノ構造体が形成す る階層構造薄膜の光学材料へ

の展開

1.研 究組織

代表者氏名:榊 原圭太(京 都大学化学研究所)

共同研究者:阿 部賢太郎(京 都大学生存圏研究所)、 辻井敬亘(京 都大学化学研究所)

2.研 究概要

セル ロース繊維 をナノサイズレベル にまで解繊 したセル ロースナノファイバー(CNF)

1)やセルロースナ ノク リスタル(CNC)は ナノセルロース と呼ばれ、優れた物性(軽 量 ・

高弾性率 ・低熱膨張性 ・透明性な ど)を 有す ることか らプラスチックの繊維補強材料な ど

に適用 されている。新たな機能の創 出を 目的としてナノセル ロースの階層構造化が注 目さ

れつつある。 当研究グループでは、 リビングラジカル重合 を表面開始グラフ ト重合へ適用

することで、桁違いに高密度な 「濃厚ポ リマーブラシ」の合成に世界に先駆け成功 し、そ

の高伸張配向構造に起因す る高圧縮弾性率、極低摩擦特性、厳密なサイズ排除特性が解 明

された2)。 さらに,濃 厚ポ リマーブラシを付与 した微粒子を構成要素 とした長距離相互作

用に基づ く新規 コロイ ド結晶が報告 されている3)。 そこで本研究では、ナノセルロースに

濃厚ポ リマーブラシ とい う分子組織体機能を賦与す ることでその階層構造薄膜 を作製 し、

セル ロースの複屈折性 とキラリティーを活か した新 しい光学材料の創製 を目指す。

(9)ア ルカロイ ド輸送能の改変植物 を用いた環境適応機構の解明と物質生産

1.研 究組織

代表者氏名:士 反伸和(神 戸薬科大学)

共同研究者:杉 山暁史(京 都大学生存圏研究所)、 矢崎一史(京 都大学生存圏研究所)

2.研 究概要

人類 は再生資源である植物から多 くの医薬品原料 を抽出 し用いてい る。 しか し植物の減
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少や生産量の少なさなどの問題か ら、より安定 して植物が有用産物を生合成 ・蓄積す る機

構の解明が求められている。我われは、根で生産 したニコチンアルカ ロイ ドを葉に転流 ・

蓄積す るタバ コ植物をモデルに、アルカロイ ドの輸送蓄積機構の解 明に取 り組んでいる。

本研究では、ニ コチン輸送体候補であるNt-C215、T408の 過剰発現、発現抑制 したタバ

コ植物および培養細胞を作成 し、そのタンパ ク質発現ならびにニコチン含量の変化を検討

した。またこれ ら解析よ り、二次代謝産物の輸送を介 した環境適応機構の基礎的知見を得

ることを目的 とした。

(10)根 粒菌との共生機構 を利用 したマメ科植物 由来有用物質の大量生産

1.研 究組織

代表者氏名:高 梨功次郎(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:池 田 啓(国 立科学博物館 植物研究部)

2.研 究概要

本研究ではマメ科薬用植物 と共生す る窒素固定細菌(根 粒菌)を 自然界から単離 して、

その種 を同定することにより、地域間による植物一根粒菌の共生における選択性 を評価す

る。 さらに、根粒菌 との組み合わせによるマメ科薬用植物 由来有用物質の含量変化を測定

し、最終的には微生物一植物共生系の利用から植物由来生理活性物質の大量生産を試みる。

(11)マ イクロバ ブル水 を出発原料 とする無機材料合成

1.研 究組織

代表者氏名:徳 田陽明(京 都大学化学研究所)

共同研究者:上 田義勝(京 都大学生存圏研究所)、 横尾俊信(京 都大学化学研究所)

2.研 究概要

大気汚染や水質汚染は、生活圏を脅かす問題であ り、種々の解決策が提案 されている。

その一つ として、チタニアに代表 され る光触媒の利用がある。その中でも、高機能化、省

資源化、低環境負荷 の観点か ら、ナノ粒子に注 目が集 まっている。本研究では、種々のナ

ノ粒子 を作製する新規な手法を探索 し、生存圏科学に資す る材料 を作製することを最終的

な 目標 とす る。

さて、マイクロメーターオーダーのサイズの泡を含む水は、マイクロバブル水 と呼ばれ

てお り、特異な物理化学的挙動を示す ことが知 られている1)2)。 バブル表面が負 に帯電 し

ているため、バブル 同士の静電反発によって、長時間消滅 しないことや、表面張力が低下

することなどが知 られている。また、バブル圧壊時に、衝撃波が発生す ることな ども、実

験的に明 らか となってお り、特異な反応場を生み出す可能性がある。また、超音波照射下

では一般的に容易ではない、高温下、高圧下といった反応条件を用い ることもできる。 こ

のよ うにマイクロバブル水 を出発原料 とする材料合成は、新規な反応場 を生み出 しうる萌

芽的な研究である。

本研究では、環境触媒材料であるアナ タース型の酸化チタン(TiO2)の ナ ノ粒子を高効

率に作製す ることを最終 目的 とした。具体的には、水を用いるゾルゲル法に着 目し、出発
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原料 としてマイクロバブル水を用いることによって、低温度での結晶化、高効率(高 い結

晶成長速度)な 反応 を試みる。

今年度は、ナ ノ粒子のブラウン運動か ら粒径を測定す る手法に着 目し、バブル径 と濃度

の評価手法の確立を行った。また、酸化亜鉛ナノ粒子の水溶液合成 についての検討を行い、

結晶成長に及ぼすマイクロバブルの効果の検証を行 った。

(12)レ ーダー レンジイメージングを用いた局地循環の観測的研究

1.研 究組織

代表者氏名:中 城智之(福 井工業大学工学部)

共同研究者:山 本真之(京 都大学生存圏研究所)、 柴垣佳明(大 阪電気通信大学情報通信

工学部)、 橋 口浩之(京 都大学生存圏研究所)

2.研 究概要

ウィン ドプロファイ ラレーダー(以 下、WPR)は 、大気境界層における局地循環の実態

を詳細に観測可能 な大気 レーダーである。本研究では、2012年3月 に設置 された福井工

業大学あわ らキャンパスのWPRを 用いて、北陸の海岸地域の降雨 ・降雪に関係す る局地

循環の観測 を実施 した。また、北陸の海岸地域 の特徴 を明 らかにす るため、山岳地域の

MU観 測所 に設置のWPRの データとの比較を行った。

福井工業大学WPRの 初期観測は2012年7.月 か ら開始 され、装置の調整 を行った後、

12.月か ら本観測に入 った。初期観測および本観測のデー タ解析結果を気象庁アメダス三国

局の地上気象要素データ と照合することにより、北陸の海岸地域 において降雨 ・降雪が観

測 される場合の特徴的な風のパ ター ンを検出することに成功 した。具体的には、降雨 ・降

雪時に発生する風系 として、(i)地 上付近では南風で上空では西寄 りの風が卓越す る風系、

(ii)地上付近では東寄 りの風で上空では西寄 りの風、その中間の高度では北風が卓越する風

系および(iii)全層で西寄 りの風が卓越する風系の計3つ の風系に分類 され ることが確認 さ

れた。(i)と(ii)はMU観 測所のWPRの データには見 られない風系であ り、海陸風循環に起

因す る海岸地域特有の風系であると考 えられる。特に、(i)の風系が観測 され始めた数時間

後に降雨および降雪が観測 され る例が多 く、今後、豪雨や豪雪の短期予測に役立つ情報が

得 られることが期待 され る。

また、福井工業大学のWPRに は、より高い高度分解能での観測が可能 となるレンジイ

メージング機能が搭載 されている。 レンジイメージングとは、複数の異なる周波数による

エ コー信号に対 して適合処理を行 うことにより高度分解能 を高める手法である。本研究で

は、信楽MU観 測所において レンジイメージング観測 を実施 し、福井工業大学ではWPR

の基本機能の確認終了後、2013年 に入 ってレンジイメージング機能を用いた観測を実施 し

た。現在、福井工業大学のデータ解析 を実施中であり、信楽MU観 測所 との比較により海

岸地域の局地循環の特徴が さらに明確 にされることが期待 され る。

(13)超 高解像度数値モデル と稠密観測による交通障害をもた らす局地的おろし風の解明

1.研 究組織
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代表者氏名:古 本淳一(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:東 邦昭(京 都大学生存圏研究所)、 橋 口浩之(京 都大学生存圏研究所)

2.研 究概要

琵琶湖周辺の大気現象は非常に複雑で、特に湖の西側の山地は琵琶湖 と近接 している上、

急峻で大小様 々な谷が存在 し、わずか1～2kmの 区間で風速30m!s以 上の強風(比 良

おろ し)が 吹き荒れるなど非常に変化が激 しい。特 にこのおろし風は交通障害を引き起 こ

し人間生活に大きな影響 を与えてお り社会的にも問題 となっている現象である。本研究で

は比良山地 山麓で発生 した典型的な比良おろ しの事例について高解像度数値シ ミュレーシ

ョンを行った。比良山地風下側では地表付近に大気安定度のまだ ら構造が存在 し、特に安

定度が悪い地点 とおろし風の発生地点 との対応 が良いこと、おろ し風が発生す る前に湖か

ら陸地に向か う風が存在することを明 らかに した。またNTTド コモ と連携 して比良山地

山麓に約1kmの 空間スケールで19点 の地上気象観測機器を設置 し、稠密観測網を展開 し、

京都大学 ・NTTド コモ ・JR西 日本 ・大津市教育委員会 と産学連携ネ ッ トワークを構築 し

た。

(14)超 並列粒子 コー ドを用いた宇宙圏 プラズマ理工学シミュレーション

1.研 究組織

代表者氏名:三 宅洋平(神 戸大学システム情報学研究科)

共同研究者:大 村善治(京 都大学生存圏研究所)、 小路真史(宇 宙航空研究開発機構宇宙

科学研究所)

2.研 究概要

本研究は、ジオ ・スペースプラズマ環境に関する理工学問題について、超並列化 された

大規模 シミュレーシ ョンによって取 り組む ことを目的 とす る。理学的な問題 として、電磁

イオンサイ クロ トロン(EMIC)ト リガー ド放射 と呼ばれる、周波数上昇を伴 う自然波動放射

現象について取 り扱 った。イオンスケールの運動論現象を取 り扱 えるハイブ リッ ドコー ド

によって、EMICト リガー ド放射 と高エネル ギーイオンとの非線形波動粒子相互作用の解

析を行 った。 内部磁気圏において、磁気嵐時に強 く生 じるイオ ンの温度異方性 によって 自

発的に発生するEMICト リガー ド放射 を、磁気赤道付近の1次 元 リアルスケールシ ミュレ

ーシ ョンによって再現 した ところ、衛星観測や地上観測で見 られる、間欠的な波形を持っ

た波動が磁気赤道周辺で励起 された。波動励起に重要な、波動電場、磁場のそれぞれの方

向の共鳴電流がシ ミュレーシ ョン中で交互に現れている様子を示 し、それぞれが波動の非

線形成長 、周波数上昇 を支 えている ことを明 らかに した。一方、工学的観 点か らは、

CLUSTER衛 星に搭載 され るプローブ型電場センサーに衛星周辺プラズマ じょう乱が及

ぼす影響を全粒子シ ミュレーシ ョンにより評価 した。特に、磁気圏ローブ中において問題

となる高密度光電子雲 と衛星 ウェイクが作 る空間電位分布構造に着 目し、それ によって引

き起 こされ る不要電場成分の特性 を明 らかに した。
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(15)熱 帯域における降水システム及び大規模人工林 と大気の相互作用解明に資する気象

データベースの充実化

1.研 究組織

代表者氏名:山 根悠介(常 葉学園大学教育学部)

共同研究者:塩 谷雅人(京 都大学生存圏研究所)、SlametRiyanto(PT.MusiHutan

Persada)

2.研 究概要

本研究は、2005年 よ り京都大学生存圏研究所が行 ってきたイ ン ドネシアアカシア大規

模造林地における地上気象観測によって得 られた気象データベースの さらなる充実化に資

す ることを目的 としたものである。人工林における気象環境 とそれが森林生態に及ぼす影

響 を短期か ら長期の時間スケールで明らかにす るためには今後も比較的長い期間に渡って

気象データを安定的 ・継続的に取得すべ く観測体制を維持 していく必要がある。そ こで本

研究では、長年の使用で老朽化が 目立ってきたデータ記録装置の全面的な交換を行った。

これにより、コンパ ク トかつ耐久性 にも優れたデータ記録装置を配備 し、もって今後 も比

較的長期 に渡って気象データを継続的かつ安定的に取得す る体制を再構築することができ

た。

6.平 成24年 度 生存 圏 ミッシ ョン研 究 プ ロジ ェク トー覧

氏 名 研究プ。ジェクト題 目 共 同研究者 関連部局 閂連ミッ
ソヨン

津 田 敏隆 京都 大学学際融合教育

、 樵 讐 ㎝ 瀦 黙 灘 叢 藷 藷 購 登撫 都市 、
創造都市研究科・教授)計 禁澤博斎 聯 学院大学リベラ

吉 田 大介 ルアーツ学部

伊藤 嘉 昭 土麟 境 によるイオウ結 合形 宇冨島 整 京都 大学化学研究所

・(京 都大学化搬 所 ・ 態の変動とその評価手法の 翻 讃 雛 灘 灘 総合1

准教授)開 発 谷川 東子 研究所

・
環境鎌 篇 驚 調贈翻1纒1隷:欝%

上田 義勝 ナノ粒 子分散型 有機 一無機ハ_

・(京 都大欝 研究所・ 晶1鵠 機 鱗 也 謙 緕 京都大学化学研究所 銅

矢崎 一史

5(京 都大鱗 輪 究所.熱 帯産業造林樹種の代謝工 嚢幾 韻 轄 灘 轟 伽
_学教授)柴 田 大輔

三位 正洋
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,鹸 轟 院.藩 雛 膿 鱗1羅 駕 購 、
教 授)RASS(Radi°Ac°ustic川 村 言成司 ム)S

°undingSystem)の 運 用 足立
アホ 。 気象 研 究 所

川瀬 博 間伐材を利用した外壁貝占付け 小松 書平 京都大学防災研究所

,(京 都大学防災研究所.方 式の新しい而寸震補強工法 竺島 信一 大 阪府木材連合会 、

教授)の 開発 二宅 難 越 井木材株式会社山口 秋生

津田 敏隆

_上 野 悟 京都大学理学研究科

・(京 都趨 畢 科鍔 撫 器 纏 孚 罐毒洋嶺 妾野 宙総合学研 ・
准教授)一 タベースの作成 新堀 淳樹

羽田 裕子

小嶋 浩嗣 小型電磁波センサーノードに 高島 健

9(京 都大牲 存圏研究所.よ るセンサ_ネ ットワ_ク の開 八木谷 聡 宇 宙航空研究開発機構3
_金 沢大学理工研究域准教授)発 尾崎 光紀

小杉 緑子 アジアモンスーン森林湿地域 高橋 けんし

10(京 都大学農学研究科 ・ における温室効果ガス吸収お 安宅 未央子 京都大学農学研究科1

助教)よ び放出機 能の評価 坂部 綾香

石田 祐宣

児 玉 安正 ウ.ンドブ。ファイラ_.RASS.橋 ゜ 浩之 弘前大学理工学研究科

11(弘 前大学理工学研究科.ラ イダ_.ゾ ンデ気球観測によ 矢吹 聲 日本 原 燃(株)環 囎1

准教授)る ヤマセの実態解明 古本 淳一 理センタ_東 邦昭

佐 々木 耕一

多偏波SARデ ータを用いた熱 大村 善治 立命館アジア太平洋大

12(立 命館讃 払羊大学・ 焚鱒 灘 鞭甜 度 繍 翻 翻 。_1β
助 教)化 と動 態 評 価,

。mbangS.p,、 。d、Mus、H.,anP。,sada

13(京 都大鍾 藩 究所.マ イク・瀟 生式高灘 効 灘 瀦 区 日本ス三ンドル製造 伽
_果 の実験的研究(株)技 術開発室教授)三 谷 友彦

(鰯 嶽 精密衛星測位を用いた全球 津田 敏隆 茎象研究所.
14気 象鯉

.観測システム 可降水量の長期解析 騰_敏 泉都大学学際融合教育1

研究推進センター研究部 ・室長)

田川 雅人 導電性 木質炭 素化物 の低軌 畑 俊充 神 戸大学工学研究科

15(神 戸大学工学研究科 ・ 道宇 宙環境 耐性 向上 に関 す 小嶋 浩嗣 和 歌山県工業技術 セン3,4

准教授)る 研究 梶本 武志 ター

16(京 都森 繍 究科.白 色腐朽菌を用いた医療用 渡辺 隆司 京都大学農学研究科2
_糖 タンパク質の生産 吉岡 康一教授)
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17(北 海轟 轟 機構 腰 慧 樽 糊 魏 渡辺隆司 北海灘 合研究機構 乞、
一 畑 俊充 林産試験場林産試験場

・主査)化

_矢 野 浩之松村 康生 天 然原材 料 由来の
局分子ナ

18(京 都大学農学研究科.ノ ファイバ_の 食 品機 能に関 谷 史人 京都大学農学研究科 、

教授)す る研究 阿部 賢太郎松宮 健太郎

19(京 都大難 齢 究所・ 灘 劉 朧 竃扇字 糠 璽 宇宙航空研究開発機構 ・
教授)る 研究

生存圏 ミッシ ョン研究 成果の概要

(1)大 気観測とGPS気 象学のための低コス トハー ドウェアの設計

1.研 究組織

代表者氏名:VenkateshRaghavan(大 阪市立大学創造都市研究科)

共同研究者:津 田敏隆(京 都大学生存圏研究所)、佐藤一敏(京 都大学学際融合教育研究推

進セ ンター)、EugenioRealini(京 都大学生存圏研究所)、 林 博文(大 阪市

立大学創造都市研究科)、米澤 剛(大 阪市立大学創造都市研究科)、 吉田大介

(帝塚山学院大学 リベ ラルアーツ学部)

2.研 究概要

本研究は低コス トお よび精度の高い位置情報の測位 ・取得を目的 としたGPS基 盤 を設

計 ・作成 した。一般的に入手可能な環境センサ と統合す ることで、地球環境情報 と位置情

報を効率的かつ高精度で蓄積す るシステム、環境 ロガーを開発す ることを目的としている。

具体的な環境セ ンサ として、都市環境を評価す るために基本的な気温、湿度、気圧、CO2

を観測できるセンサユニッ トを導入 した。各センサか ら取得 したデー タとGPS気 象学に

おいて都市の微気候研究や突然の局所的な大雨を予報す るための可降水量(PWV)推 定位

置情報を用いることで、さらに密度の高い環境モニタリングシステムとして利用可能であ

る。

(2)土 壌環境 によるイオ ウ結合形態の変動とその評価手法の開発

1.研 究組織

代表者氏名:伊 藤嘉昭(京 都大学化学研究所)

共同研究者:福 島 整(物 質材料研究機構)、 矢暗一史(京 都大学生存圏研究所)、 杉山暁史

(京都大学生存圏研究所)、 谷川東子(独 立行政法人森林総合研究所)

2.研 究概要

申請者 らは先行研究において、生体 ・環境分析への導入例が世界的にほとんど無い高分

解能蛍光X線 分析法(装 置は、京大が世界で唯一本格稼働)を 用い、植物体内イオ ウの状
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態 分析 を成功 させ た。 この方 法 は、試 料 の乾燥等 の前 処理 も不 要 で、簡便 かつイ オ ウに関

し高感度 とい う他 にはない利 点 を有 す る。 この方 法 を用い 、本 課題 では以 下の2点 、す な

わち①本 技術 に よる世 界初 の土壌 中イオ ウの結合 形態 の分析法 の確 立、及 び②流域 の酸性

化 が懸念 され てい る伊 自良湖 周辺域 の 土壌 のイ オ ウ結合 形態 の評価 を 目的 と した。 地球環

境 問題 は生存 圏 を長期 ・広域 に わた り脅 かすた め、我 々の計測 技術 を植 物 か ら土壌 計測 へ

展 開す る当課題 は、健 全 な生 存圏維 持 に不 可欠 な環境 情報 を確 実 に把 握す る基盤 技術 の確

立 と して位 置づ け られ る。

(3)担 子 菌 にお ける炭素代 謝 リプ レッサー遺伝 子 の解析

1.研 究組織

代 表者 氏名:入 江俊 一(滋 賀 県立 大学環境 科学 部)

共 同研 究者:渡 邊隆 司(京 都 大学 生存 圏研 究所)、 西村裕 志(京 都 大学生存 圏研 究所)、

本 田与 一(京 都 大学農 学研 究科)

2.研 究概要

炭素代 謝 リプ レッサー遺伝 子6摺1/㎜(5'-SYGGRG-3'に 結 合す るC2H2型 ジ ンクフィ ン

ガー構造 を持 つ タンパ ク質)は 子嚢 菌類 の炭素代 謝抑 制 に重 要 な役割 を果 た してい る こと

が知 られ てい る。 しか し、担 子菌類 にお いて は、殆 ど解 析 され て いない。 全 ゲ ノムデ ー タ

ベ ー スに よ り解析 した ところ、 白色 腐朽性 担子 菌 勘 ∂ηθZOO加 θオθ0加7305ρOZ拓 切、 ヒラ タ

ケ(ノ ηθ召rOオ〃305オ1・θ{ヨオ〃3)の セル ラーゼ遺伝 子群 、お よび ヒラタケの ラ ッカーゼ 遺伝子群

のプ ロモー ター領 域 に6摺1/㎜ 結 合モ チー フ(5'-SYGGRG-3')が 存在 す る こ とが確認

され た。さらに全 ゲ ノムデー タか らPO加730ε ρoガ〃溜にお け る6冊1/㎜ オー ソログ遺伝

子 劾 ㎜ を推 定 し、 この遺伝 子 の一 部配列 をもつ二本鎖RNA(dsRNA)を 合成 した。 この

dsRNAをPo加7505ρoz加 πプ ロ トプラス トへ 導入 した ところ、Cellulose-Azure分 解能 が

コン トロール よ りも向上 し、炭素代 謝抑制 の解 除が示 唆 され た。ρ0加 γ50ερoガ〃"の場合

と同様 に、 ヒラ タケ ㎝1/㎜ オー ソログ遺伝 子、Po㎜ を推 定 した。 この情 報 を基 に

Po㎜ 破 壊 カセ ッ トを構 築 し、PEG/Ca2+法 よ りヒラタケ 」加80株(20bH1株)を 形質転換

す るこ とによ り、Po㎜ 破 壊株 を得 た。

(4)ナ ノ粒 子分 散型有 機一無機ハ イ ブ リッ ド膜 を用 いた燃 料電 池用 電解 質膜 の電 気特性 評価

1.研 究組織

代 表者氏名:上 田義勝(京 都 大学 生存 圏研 究所)

共 同研 究者:横 尾俊信(京 都 大学化 学研 究所)、 徳 田陽明(京 都 大 学化学研 究所)

2.研 究概要

エネル ギー供 給 の多様化や 地球 温暖化 問題 の解 決 のた め、燃 料電 池へ の注 目が集 まって

い る。 プ ロ トン交換膜 型 の燃 料電池 の高効 率化 のた めには100℃ 以 上 の中温領域 で の作 動

が不可欠 で ある(白 金触 媒 の被 毒 を避 けるた め)。 本研 究 では 、表 面で耐 久性 を保 持 し、内

部 で プ ロ トン伝 導性 を示す よ うな傾 斜機能 性 を有す る有機 ・無 機ハ イブ リッ ド膜 の新規 な

合 成法 を考案 し、 中温 ・無加 湿 下で作動す るプ ロ トン伝 導膜 の高機 能化 を行 う。 共 同研 究
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者 らは、無溶 媒 下で のアル コール 縮合 を利用 して 、バル 、
ノ;⑧

クサイ ズ の有機 無機 ハ イ ブ リ ッ ド膜 を得 る方 法 を考 案,㌘1,二:こ 二二、「……1

した.得 られたケイ リン醐 鮪 撫 機ハイブリッド膜 禦 ゜鍵 臨

は 、 リン酸 基(POH)を 多 く含 み 、 中温領域 で の高 いプ ロ
　　

トン伝 導牲 が期待 で き、昨年度 の生存 圏 ミッシ ョン研 究5・3cm°'°

鍾齢 馨謙魏1謙 ㍊ 盗 一 笹錦一
2011・Tokudaetal・ ・SolidStateIonics2012)・ さらに 図1

.新 規測定治具

光重合時の紫外光阻害を利用 して重合率を膜厚方向に傾

斜 させたチタノリン酸塩系有機無機ハイブ リッ ド膜は、プロ トン放出サイ トを内部に保持

し、かつ表面が完全重合層 となって耐久性を確保できるよ うな、新規な合成プロセスを見

いだした。本研究では、有機 ・無機ハイブ リッ ド材料の化学的耐久性 と柔軟性 を併せ持つ

プロ トン伝導膜を作製す ることを最終 目的 としている。プロ トンが膜を伝達す るためには、

分子 レベル、マイ クロ構造 レベル(伝 導パスの存在)で の構造制御が不可欠である。 さら

にマ クロ構造 レベルでの構造設計によ り目的を達成する。

(5)熱 帯産業造林樹種の代謝工学

1.研 究組織

代表者氏名:梅 澤俊 明(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:矢 崎一史(京 都大学生存圏研究所)、 杉 山暁史(京 都大学生存圏研究所)、

鈴木史朗(京 都大学生存圏研究所)、 柴 田大輔(か ず さDNA研 究所)、

三位正洋(千 葉大学園芸学部)

2.研 究概要

木質 は再生可能バイオマス資源の内最も蓄積量が多 く、今後人類 が持続的に生存を続け

る うえで必須の再生可能バイオマス資源である。そこで、木質の持続的生産 ・利用を経済

的に成 り立たせるために、代謝工学に基づ く木質の高付加価値化や劣等な生育条件での高

成長性の付与等が産業界か ら強 く求められている。本研究では、過去数年間にわた り継続

してきた研究で確立された熱帯産業造林樹種、特にアカシアやユーカ リな どの分子育種基

盤 の一層のさらに高効率化 とその応用を進めた。

(6)天 候 の影響 を受 けに くい平面波音源 の開発 とそれ を用 いたRASS(RadioAcoustic

SoundingSystem)の 運用

1.研 究組織

代表者氏名:及 川靖広(早 稲田大学理工学術院)

共同研究者:津 田敏隆(京 都大学生存圏研究所)、 山崎芳男(早 稲 田大学理工学術院)、

佐藤晋介((独)情 報通信研究機構)、 川村誠司((独)情 報通信研究機構)、

足立アホロ(気 象研究所)

2.研 究概要

昨年度、マルチセル型平面スピーカと反射板 を用いることにより側方放射を抑制 した長
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距離伝達に有効 な音源 を実現 し1)、RASSへ の活用を試みた。その結果、上空の温度を確

認するとともに周囲への音漏れを従来のスピーカシステムに比 して改善す ることができた。

しか し、雨などの影響を受 けやすい構造であり、天候の影響 を受けに くい平面波音源の開

発が必要である。

今年度 は、平面波音源を用いたRASSの 運用 を目指 し、天候 などの影響 を受けにくい音

源の開発 を行った。具体的には、大出力パラメ トリックス ピーカを製作 し、RASSへ の応

用 を検討 した。 さらに風向き等の気象条件 を考慮 した音波伝播 の数値計算、大出力パラメ

トリックス ピーカから放射 される音波の数値計算を行い、音波放射の制御な どについても

検討を加 えた。その結果、パ ラメ トリックスピーカの応用の可能性 を示す ことができた。

(7)間 伐材を利用 した外壁貼付 け方式の新 しい耐震補強工法の開発

1.研 究組織

代表者氏名:川 瀬 博(京 都大学防災研究所)

共同研究者:小 松幸平(京 都大学生存圏研究所)、 松島信一(京 都大学防災研究所)、

三宅英隆(大 阪府木材連合会)、 山 口秋生(越 井木材株式会社)

2.研 究概要

従来か ら古い木造住宅の耐震補強は喫緊の課題 と言われてきているが、これまでの耐震

補強工事では、多額の費用 と引越 し等の多大な手間を必要 とするため、結果的に耐震化が

進んでいないのが現状である。

そこで我々は、 これまで間伐材(以 下壁柱 と呼ぶ)を 連結 させて壁状に した耐震補強工

法を検開発 してきた。 この工法は、柱間に間伐材 をボル トと金具で連結 させることにより

耐震性を向上 させるものである。 しか し、外壁部に配置する際には施工上の問題が多い。

そこで今回外壁部を補強す るために、壁柱方式の耐震補強部材 を外部から取 り付 ける工法

を考え、その性能を評価す るための静的実験を計画 した。その結果、外壁に取 り付けた場

合でも高い降伏耐力 と大きな変形性能が確保 されることが確認 され、これまで外壁に取 り

付 けることが困難だった耐震補強部材を簡便に設置できることがわかった。

(8)1926年 一1969年 の44年 間にわたる太陽活動CalIK画 像データベースの作成

1.研 究組織

代表者氏名:北 井礼三郎(京 都大学理学研究科)

共 同研究者:津 田敏隆(京 都大学生存圏研究所)、 上野 悟(京 都大学理学研究科)、 浅井

歩(京 都大学宇宙総合学研究ユニッ ト)、磯部洋明(京 都大学宇宙総合学研

究ユニッ ト)、新堀淳樹(京 都大学生存圏研究所)、 羽 田裕子(京 都大学理

学研究科)

2.研 究概要

京都大学理学研究科附属天文台では、太陽彩層 の全面観測 を1926-1969年 の44年 行 っ

てきた。長期にわたって太陽活動 ・彩層活動をこのよ うな長い期間観測 したものは世界で

も稀であ り、貴重な一級の資料であるため、我々はこれを活用す る策を検討 してきた。資

一147一



生存圏研究 第9号p.1482013年

料はすべて写真乾板資料であって既に90年 近く経過 してその劣化が進みつつあ り、デジタ

ル化 して活用することが急がれ る。我々は、この資料の画像データをデー タベース化 して、

関連諸分野の研究者が利用 しやすいよ うに整備 ・公開することを計画 した。

資料 は、期間の前半が1926-1940年 のもので滋賀県の山本天文台に保管 されていたもの

であ り、後半は1940年 一1969年 のもので飛騨天文台に保管 されてい るものである。我々

は、昨年度 これ らの資料のメタデータの整備を行った。今年度は、画像のスキャンを行い

デジタル化す る作業を計画 している。このデータベースが完成 した暁には、11年 周期の太

陽彩層活動の4サ イクル分の画像 を提供することが可能 とな り、(1)彩 層活動 と黒点相対

数変化の相関の研究、また、(2)CallK線 強度が太陽紫外線放射の良好なProxylndexで

あることから、地球上層大気加熱研究の基礎的な資料を提供することができる。

(9)小 型電磁波セ ンサーノー ドによるセ ンサーネッ トワークの開発

1.研 究組織

代表者氏名:小 嶋浩嗣(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:八 木谷 聡(金 沢大学理工研究域)、 高島 健(宇 宙航空研究開発機構宇宙

科学研究所)、 尾崎光紀(金 沢大学理工研究域)

2.研 究概要

人間が 日常生活を送っている空間には、様々な電磁波が存在 してい る。それは、人間活

動に伴 う人工的なものもあれば、 自然発生的に存在する電磁波 もある。また、その周波数

も様々である。我々はこれまで宇宙空間においてプラズマ波動観測を行ってきた。高感度

のプラズマ波動観測器は、それその ものは高感度の電磁波観測器であり、それは地上にお

いても宇宙空間においても利用できるものである。そこで本研究では、小型化 したプラズ

マ波動観測装置を用い、それ と無線チップを組み合わせた形で小型センサー ノー ドを開発

することにより、多 くの点で同時に電磁波を計測 し、空間分布 ・時間変化を記録できる電

磁波センサーネ ッ トを開発するための技術開発 を目的 とす る。ターゲッ トとす るシステム

は宇宙空間における電磁波計測に限定せず、地上において居室の中や屋外での電磁波分布

な ど様々な用途で使用できるシステムを想定する。

ここで開発する小型セ ンサー ノー ドは、小型の電磁界センサー(す なわち、電界セ ンサー

と磁界センサー)を もち、その筐体内には、チップ化 されたプラズマ波動観測器 をべ一ス と

する電波観測受信器 と、それを制御、データをとりだすためのデジタル部(CPUを 含む)と 、

位置捕捉のための小型GPS受 信器、および、小型の通信装置か らなる。 これ らをインプ リ

メン トした小型のセンサーノー ドを多数空間に配置することにより、電磁波強度の空間分

布 ・時間変動 を多点で同時にモニターすることが可能 となる。

本研究課題では、この小型セ ンサーノー ドを実現 し、多点で同時に計測できるシステム

の実現 を目指す。この目的達成 に向けて、具体的には、「プラズマ波動観測器の更なる小型

化」、「センサーノー ドシステム設計」、「小型無線装置のイ ンプ リメン ト」に取 り組む。
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(10)ア ジアモンスーン森林湿地域 における温室効果ガス吸収および放出機能の評価

1.研 究組織

代表者氏名:小 杉緑子(京 都大学農学研究科)

共 同研究者:高 橋けん し(京 都大学生存圏研究所)、 安宅未央子(京 都大学農学研究科)、

坂部綾香(京 都大学農学研究科)

2.研 究概要

地球温暖化の克服に対 し、森林は海洋 とともに 「地球の肺」 としての機能を期待 されて

いる。社会一般に認識 されている森林 の 「地球の肺」としての機能は、「森林は二酸化炭素

や メタンを吸収 してくれる」 とい うイメージに代表 されるが、このイメージと実際の森林

生態系が大気 との間で様々なガス態物質を交換する実態 とは、時 として大 きく乖離 してい

る場合 もある。森林は光合成 によ り莫大な二酸化炭素のシンクであると同時に、生態系呼

吸によ り莫大なソースでもあるため、生態系呼吸、中でも土壌圏における炭素蓄積 ・放 出

と環境要因 との複雑な関係 を知ることが森林機能評価のためには欠かす ことが出来ない。

また森林 はメタンの吸収源 と見積 もられているが、アジアモ ンスー ン森林、熱帯泥炭森林、

タイガ林 などの森林生態系内に湿地域が内在す る森林においては、放出源 となる可能性 も

指摘 されている。 しか し実測に基づいた評価例は非常に少なく、単純な予測式に基づいた

不確定な数値計算が先行 しているのが現状である。

特にアジアモンスーン森林 においては、小規模湿地な どのライパ リアンゾーンが点在 し、

このことが森林域内の環境 を複雑に してお り、高温期 と多雨期が重なるアジアモ ンスーン

特有の気候 と相 まって、CO2やCH4な ど温室効果ガスの吸収 ・放出機能について欧米諸

国の森林 とは一風違 う挙動 をとると考えられる。

本研究は、アジアモ ンスー ン森林湿地域の土壌圏において、CO2お よびCH4の 吸収お

よび放出速度を、 自動開閉チャンバー法によって連続測定す ることによ り、湿地域土壌圏

の環境変動が温室効果ガスの吸収 ・放出機能にどのよ うな影響を与えるかを詳細 に評価す

るものである。

(11)ウ ィン ドプロファイラー ・RASS・ ライダー ・ゾンデ気球観測によるヤマセの実態解明

1.研 究組織

代表者氏名:児 玉安正(弘 前大学理工学研究科)

共同研究者:石 田祐宣(弘 前大学理工学研究科)、 橋 口浩之(京 都大学生存圏研究所)、

矢吹正教(京 都大学生存圏研究所)、 古本淳一(京 都大学生存圏研究所)、

東 邦昭(京 都大学生存圏研究所)、 佐々木耕一(日 本原燃(株)環 境管理セ

ンター)

2.研 究概要

ヤマセは、東北地方の太平洋側で初夏か ら盛夏 にかけて しば しば観測 され る背の低い

(100～数1000mの)東 寄 りの風であり、霧や下層雲を伴い、一般に冷涼である。長期間続

くと日照不足 と低温及び高湿 によ り稲作が阻害 されるため、ヤマセは地元では 「飢饅風」

として恐れ られてきた。ヤマセは大気や海洋 ・陸面の影響を受けた多様な側面を持ち、そ
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の全貌 を捉 え るには、様 々な視 点か ら研 究 を進 め る必 要が あ る。海 上 でのヤマセ の振 る舞

い につ いて は理 解 が深ま りつつ あ るが 、陸上 のヤマセ につ いて は、実用 的な重要 性が 大 き

い にもかか わ らず 、研 究例 は少 な く、丘 陵 の斜 面 にお ける対 流圏 の ご く下層 の観 測 に留ま

って いた。従 って 、陸上 でのヤ マセの鉛 直構造 の観測 が切望 され てい た。

我 々は京都 大学生 存基盤科 学研 究ユ ニ ッ トのサイ ト型 機動研 究(H22-23年 度)に よ り、平

成22年10.月 に ウ ィン ドプ ロフ ァイ ラー を太 平洋岸 の青森 県六 ヶ所 村環境 科学技 術研 究所

に移設 し、連続観 測 を開始 した。 ウィン ドプ ロファイ ラー では、 時間分解 能1分 ・高度 分

解 能100mで 鉛 直流 を含む風 速3成 分 の高度 プ ロフ ァイル を連続観 測す るこ とが可能 で あ

る。24年3月 に騒音 問題 の恐 れ がない六 ヶ所村 内の 日本 原燃(株)再 処理 事業部 構 内に ウ

ィン ドプ ロフ ァイ ラー を移設 し、RASS(電 波音波 併用 法)に よる風 ・気温 プ ロフ ァイル の連

続観 測 を開始 した。本研 究で は、7月 に ウィン ドプ ロフ ァイ ラー ・RASSに 加 えて、ラジオ

ゾンデ(気 圧 ・気温 ・水蒸気 ・風 向 ・風速)を 用 いた集 中観測 を実施 した。7月19日 か ら23

日にかけて のヤマセ 吹走期 間 に、六 ヶ所 ア メダス によ る地 上風速 が 日中に強 ま る顕著 な 日

変 化 が見 られ た。ウィ ン ドプ ロファイ ラー に よる最 下層(海 抜415m)デ ー タで も地上 ほ ど顕

著で ないが、風 速 の大 きな変化 が見 られ た。 陸上 にお けるヤマセ の実態解 明 には、今後 も

観 測 を継 続 し、多 くの事例 を集 め るこ とが重要 で ある。

(12)多 偏 波SARデ ー タを用 いた熱帯産 業植 林地 に おける森林 バイ オマス 量推定 手法 の高度

化 と動 態評価

1.研 究組織

代 表者 氏名:小 林祥 子(立 命 館 アジア太 平洋大 学 アジア太 平洋 学部)

共 同研 究者:大 村善治(京 都 大学生 存圏研 究所)、 川井秀 一(京 都大 学生存 圏研 究所)、Ragil

Widyorini(GajamdaUniv.,Indonesia)、BambangSupriadi(MusiHutan

Persada,Indonesia)

2.研 究概 要

本研 究課題 で は、2007～2010年 のマイ クロ波 合成 開 ロ レー ダ(ALOSIPALSAR)デ ー

タ と地 上観 測 され た森 林パ ラメー タを突 き合 わせ て解析 し、関係性 を調べ た。結 果、 マイ

クロ波衛 星デ ー タ と地上観測 デ ー タの 間に 明確 な相 関関係 が得 られ た こ とか ら、本研 究成

果 は 、地上観 測 と衛 星観 測 の突 き合 せ に よる確 実性 の高い森 林バ イオマ スの評価 に、 大 き

く寄与 す るもの と期 待で き る。

(13)マ イ ク ロ波再 生式高 温集塵 効果 の実験 的研 究

1.研 究組織

代 表者 氏名:篠 原真 毅(京 都大 学生存 圏研 究所)

共 同研 究者:樫 村京 一郎(京 都 大学生存 圏研 究所)、木 嶋敬 昌(日 本 ス ピン ドル製 造(株)、

三谷友彦(京 都 大学 生存 圏研 究所)

2.研 究概 要
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木質系瓦礫の燃焼によ り生 じる有害物質捕集 フィル タ開発 を提案する。東 日本大震災で

発生 した瓦礫は、適切な燃焼処理 を施行することで、速やかに生存圏に還元 され るべきで

ある。 しか し、これ らはセメン ト、木材、お よび、プラスチック、有機物 ・金属な どに、

大量の塩分(海 水 由来)が 含 まれお り、現行法による処理では多量の有害物質を排出する。

本研究では、塩分含有木質瓦礫の燃焼によ り生 じる有害物質(ダ イオキシン、SOX、NOX)

を高速で処理する集塵フィル タを開発 し、これによ り、震災で生 じた瓦礫 を速やかに生存

圏サイクルへ と返還するプロセス構築に貢献す る。

(14)精 密衛星測位を用いた全球可降水量の長期解析

1.研 究組織

代表者氏名:小 司禎教(気 象研究所 気象衛星 ・観測システム研究部)

共 同研究者:津 田敏隆(京 都大学生存圏研究所)、佐藤一敏(京 都大学学際融合教育研究推進

センター)

2.研 究概要

衛星測地学の最新の知見 を利用 し、全球測位システム(GlobalPositioningSystem:GPS)

の地上観測網データか ら、1999-2012年 の5分 間隔可降水量(PrecipitableWaterVapor:

PWV)デ ータセ ットを作成 した。得 られたPWVを 、高層 ゾンデ観測 と比較 した結果、以

下を確認 した。①従来手法に比べてゾンデ との一致度の増加、②高層ゾンデの機種に依存

す る湿度バイアス、③夏季の 日中に高層ゾンデ観測 に比べGPSに よるPWVは 正の偏差傾

向が増大する。

(15)導 電性木質炭素化物の低軌道宇宙環境耐性向上に関する研究

1.研 究組織

代表者氏名:田 川雅人(神 戸大学工学研究科)

共同研究者:畑 俊充(京 都大学生存圏研究所)、 小嶋浩嗣(京 都大学生存圏研究所)、

梶本武志(和 歌山県工業技術センター)

2.研 究概要

オルガノソルブ リグニン炭素化物(Cw)にSiを 含有 させたスパ ッタリングターゲッ ト

を用いて薄膜を作製 し、宇宙環境 をシミュレー トした実験を行 った。原子状酸素照射に伴

い試料表面においてSi化 合物の形成を確認 した。原子状酸素照射に対す る試料薄膜の抵抗

機構解明につながる結果が得 られた。

(16)白 色腐朽菌を用いた医療用糖タンパク質の生産

1.研 究組織

代表者氏名:本 田与一(京 都大学農学研究科)

共 同研究者:渡 邊隆司(京 都大学生存圏研究所)、 吉岡康一(京 都大学生存圏研究所)

2.研 究概要

リグノセル ロースを変換利用する際に、バイオプロセスを用いて付加価値の高いバイプ
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ロダク トを生産す ることは、リファイナ リー系全体のコス ト問題の解決に貢献す ることが

期待 される。本研究では、木材中の リグニンを効率よく分解する白色腐朽菌であるヒラタ

ケを用いて、安全で安価な医療用 ヒ ト型糖 タンパク質 を生産するための系を開発すること

を目的 として実験 を行った。

具体的には、ヒラタケの宿主ベ クター系で生産 した組換 えタンパク質 を精製 し、修飾糖

鎖の構造解析 を行 うことを目指 し、野生株及び組換 えタンパク質発現株について、種々の

培地にて培養 を行い菌体外に生産 され るMnP活 性の測定を行った。比較的高いMnP活 性が

観察 された培養液 を濃縮 し、SDS-PAGEお よび二次元電気泳動 による分離を行った。しか し、

組換 えタンパク質に相当する42KDa付 近でpl値 が3.65未 満 の領域には該当す るスポッ

トが観察 されなかった。今後は、培養方法お よび精製方法の検討を行い、MALDI-MSを 用い

た質量分析 を行って、修飾糖鎖の構造解析を行ってい く予定である。

(17)化 石資源代替材料創製に向けた木質バイオマスの選択液化

1.研 究組織

代表者氏名:本 間千晶(北 海道立総合研究機構林産試験場)

共 同研究者:畑 俊充(京 都大学生存圏研究所)、 渡辺隆司(京 都大学生存圏研究所)

2.研 究概要

二酸化炭素の大量放 出を続 け地球温暖化が問題 となっている現状において、低炭素社会

実現に向けて未利用植物資材か ら化石資源代替 となる化学品を生産することは急務である。

一方
、木質バイオマスの急速熱分解 により、きわめて短時間で、粘性 をもった液化物およ

び熱分解残渣が得 られることが知 られている。本研究は、直パルス通電加熱による急速熱

分解を適用 し、木質バイオマスから得 られた液化物、熱分解残渣を有用物質 として活用す

ることを 目的 とし、触媒種が、熱分解生成物、液化物組成に及 ぼす影響、熱分解残渣性状

の分析、機能化の検討 を行 う。本研究で検討す る熱分解液化 においては、触媒利用による

熱分解条件の最適化によ り、化学肥料、塗料、医薬品な どの基本化学品を選択的に製造す

ることが可能 となる。 さらに、液化物生産 と同時に得 られる熱分解残渣 と触媒 との複合物

にも、処理条件毎に各々異なる機能を有することが期待 され る。

(18)天 然原材料由来の高分子ナノファイバーの食品機能に関する研究

1.研 究組織

代表者氏名:松 村康生(京 都大学農学研究科)

共 同研究者:矢 野浩之(京 都大学生存圏研究所)、 谷 史人(京 都大学農学研究科)、 阿部

賢太郎(京 都大学生存圏研究所)、 松宮健太郎(京 都大学農学研究科)

2.研 究概要

生存圏研究所生物機能材料分野においては、既に甲殻類の殻からキチ ンナノファイバー

(CN)を 効率的に分離 ・製造す る技術が確立されてお り、調製 されたCNの 新たな機能

性材料 として用途拡大が試み られている。 これまで、CNの 食 品機能に注 目した研究は、

ほ とんど行われていなかったことか ら、本研究では、物性改良効果 と生理機能 とい う2っ
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の側面について、CNの 可能性 を検証 した。まず、CNが ゼ ラチンゲルの物性に与える効

果 を検討 した ところ、CNを 加 えることによって、ゼ ラチン溶液のゲル化が促進 されると

ともに、ゲル強度が上昇することが明 らか となった。また、CNの 摂食を想定 して、腸管

粘膜系にかかわる細胞群 におけるCNの 識別について検討 した ところ、セル ロースナノフ

ァイバーに比べてCNは 、マウス結腸由来の上皮細胞株CMq}93な らびにマウス骨髄由来

樹状細胞(BMDCs)に おいて有意に識別 され ることを明らかにした。

(19)宇 宙環境を利用 した宇宙 ごみ(ス ペースデブ リ)除 去に関する研究

1.研 究組織

代表者氏名:山 川 宏(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:中 宮賢樹(京 都大学生存圏研究所)、 河本聡美(宇 宙航空研究開発機構研究

開発本部)

2.研 究概要

これまで数多 くの人工衛星が打ち上げられてきたが、それ と同時に、打ち上げで使用 さ

れたロケッ ト等の破片や運用 を終了 して地球の周囲を浮遊 している人工衛星等の宇宙ゴミ

(スペースデブ リ)は 増 え続 けてお り、2012年1月 現在、地上からの観測でカタログ化

されているだけでも16000個 を超える1)。デブ リは地球低軌道では約7km!sの 速度で移

動 してお り、 これ らが運用中の人工衛星や国際宇宙ステーシ ョンなどに衝突すれば装置が

壊れた り、乗員の生命に危険及 ぼした りす る恐れがあ り、宇宙開発を継続す る上で国際問

題 となっている。

さらに各国のデブリ推移モデルにより、これ以上打ち上げを行わなくても、既に軌道上

にあるデブ リ同士が衝突することによって、デブ リの数が どんどん増加 して しま う自己増

殖がすでに開始 していると考 えられてお り2)、実際、2009年 にはアメ リカ ・ロシアの通信

衛星同士が衝突する事件等が起こってい る。

従 って、今後 これ以上スペースデブ リを発生 させないように努力す るだけでは不十分で、

今既 にあるスペースデブ リを能動的に取 り除 く必要性がある。 しかし、デブ リは地球低軌

道な どのいくつかの軌道 にまとまって存在 しているため、デブ リ全てを除去する必要はな

く、そのような軌道から年間5個 程度の大型のデブ リを除去 し続けることでデブ リが衝突

す る危険度 を効果的に下げることができる3)。

能動的に地球近傍のスペースデブ リを除去す るには、例えば、デブ リ除去衛星を打ち上

げてデブ リを捕獲 し、軌道を変換 してデブ リを地球大気圏に突入 させ る方法が考えられる。

しか し、従来から人工衛星で使われてい るガスジェッ トを使ってデブ リの軌道を変更 させ

るには多量の推進剤が必要 となる。そこで本研究では、地球周辺の宇宙環境 を積極的に利

用 して、宇宙空間に存在するプラズマにより除去衛星を帯電 させ4)、 その帯電 した衛星が

地磁場を横切って得るロー レンツカを推力 とす ることで、推進剤無 しにデブ リの軌道変換

を行 う新 しい手法について検討 を行った。
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7.平 成24年 度 生 存 圏 ミ ッ シ ョン研 究(国 際 共 同研 究)プ ロ ジ ェク トー 覧

氏 名 研 究プ。ジェクト題 目 共同研究者 関連部局 関連ミツ
ソヨン

GadjahMadaUniv.,

R.WidyoriniCenterforInnovation,

EB.HardiyantoLIPI,

地上 および衛 星 デー タを用 いB.SubiyantoRes.lnstfbrHuman

川 井 秀 一 た熱 帯植 林 地 の バ イオ マス生A.FirmantiSettlements,

1(京 都 大学 生存 圏 研 究 所 ・ 長量 の 動 態 評 価 ならび に樹 木 大 村 善 治 京都 大 学 東 南 アジア1β,4

教 授)成 長 に及 ぼす 気 象 要 素 の影 渡 邊 一生 研 究所

響 に関 する研 究 小林 祥 子 立命 館 アジア太 平洋

塩 谷 雅 人 大学

山根 悠 介 常 葉学 園 大 学 教 育 学

部

高 妻 洋 成

(独 立 行 政 法 人 国立 文 化 財 機 杉 山 淳 司東
アジァ 地域 の木 材 利 用 の

構 奈 良 文 化 財 研 究 所 田 代 亜 紀 子 奈 良文 化 財 研 究 所
2歴 史 か ら探 る持 続 的 社 会 の4

埋蔵 文 化財 センターThiNgocBichベ トナム 林 業 大 学

構 築保 存修 復 科 学 研 究 室
・LeXuanPhuong

室 長)

SCOSTEP

(NASA/GSFC,US)

NatGopalswamySCOSTEP

津 田 敏 隆
SCOSTEP国 際 共 同 研究 プ ロF.-J.Luebken(IAP,Germany)

3(京 都 大学 生存 圏 研 究 所 ・1β

ジェクト:CAWSESの 推進MariannaShepherdSCOSTEP
教 授)

JoeDavila(York-U,Canada)

CAWSES

(NASA/GSFC,US)

矢 吹 正 教

山 本 真 之

古 本 淳 一

山 本 衛 大 阪電 気 通 信 大 学

柴 垣 佳 明 福 井工 業 大 学

橋 ロ 浩 之MUレ ー ダー ・ライダ ー ・気 球 中城 智 之Toulon-VarUniv.

4(京 都 大学 生存 圏 研 究 所 ・ 高 分 解 能 同 時 観 測 に よ る大 深 尾 昌 一郎(LSEET)1

准 教 授)気 乱 流 特 性 の 国 際 共 同研 究HubertLuceLATMOS,CNRS

RichardWilsonLATMOS

DalaudierFrancis

DelanoeJulien

HauchecorneAlain

ProtatAlain
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東 京 大 学 農 学 生命 科

学 研 究 科
中坪 文 明

大 阪 大 学 産 業科 学 研
阿部 賢太 郎

究 所磯 貝 明

鳥取 大 学 工 学部
能 木 雅 也

神 戸 女 子 大学 家政 学
伊 福 伸 介

部矢
野 浩 之 生 存 圏 フラッグ シップ共 同研 山根 千 弘

神 戸 大 学 工 学研 究科
5(京 都 大 学 生 存 圏 研 究 所 ・ 究 「バ イオ ナノマテリア ル 」の 西 野 孝4

ス ウ ェー デ ン王 立 工

教 授)国 際 化 に 向 けてLarsBerglund

科 大 学
TarJaZimmermann

ス イス材 料 科 学 技 術
KristiinaOksman

研 究 所
PiaQvintus

ル レア工 科 大 学
DerekG.Gray

フィン ラン ド産 業 技 術
MohiniSain

研 究 センター

マックギ ル 大 学

山本 真 之 新 型 ソフトウェア受 信 機 を用 いTian-YouYuオ クラ ホ マ 大 学 大 気

6(京 都 大 学 生 存 圏 研 究 所 ・ た 大 気 レー ダーの 乱 流 解 像 手 山本 衛 レー ダ ー 研 究 セ ン タ1

助 教)法 の 開 発 橋 ロ 浩 之 一

津 田 敏 隆

新 堀 淳 樹

横 山 竜 宏

山本 衛GPS電 波 掩 蔽 観 測 のデ ータThomasDjamaluddin

7(京 都 大 学 生 存 圏 研 究 所 ・ 解 析 手 法 に関 す る国際 共 同ClaraYatiniLAPAN1,3

教 授)研 究RizalSuryana

YogaAndrian

Noersomadi

DyahR.Martiningrum

生存 圏 ミッシ ョン研 究(国 際共 同研究)成 果の概要

(1)地 上 およ び衛星 デ ー タ を用 いた 熱帯植 林 地 のバ イオ マ ス生 長量 の 動態 評価 な らびに樹

木成 長 に及 ぼす 気象要 素 の影響 に関す る研究

1.研 究 組織

代表者 氏名:川 井秀 一(京 都大 学生存 圏研 究所)

共 同研 究者:R.Widyorini(GadjahMadaUniv.)、EB.Hardiyanto(GadjahMadaUniv.)、

B.Subiyanto(CenterforInnovation,LIPI)、A.Firmanti(Res.Inst.for

HumanSettlements)、 大 村善治(京 都 大学 生存 圏研 究所)、 渡邊 一生(京 都

大学東 南 アジ ア研 究所)、 小林 祥子(立 命 館 ア ジア太 平洋 大学)、 塩谷 雅人(京

都大 学生存 圏研究 所)、 山根悠介(常 葉 学 園大学教 育学部)
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2.研 究概 要

イ ン ドネ シア スマ トラ島南部 の熱帯 早生樹植 林地 にお け る森林 バイ オマ スの地上観 測 と

マイ クロ波衛 星デ ー タの突 き合せ によ る動態解 析 を行い 、明確 な関係性 を示 した。 これ ら

の解析 結果 は、衛 星デー タ によ る樹木 バイ オマス の動態評価 に有 用 な研 究成果 で ある。

(2)東 ア ジア地域 の木材 利用 の歴史 か ら探 る持続 的社 会の構 築

1.研 究組 織

代表者 氏名:高 妻洋 成((独)国 立文化財機 構 奈 良文化財研 究所埋 蔵文化 財セ ンター)

共 同研 究者:杉 山淳 司(京 都 大学 生存 圏研 究所)、 田代亜 紀子(奈 良文化財研 究所)、ThiNgoc

Bich(ベ トナ ム林 業大学)、LeXuanPhuong(ベ トナ ム林 業大学)

2.研 究概 要

タ ンロン皇城 遺跡 か らの 出土木 材 につい ては、一 部の木材 につ いて は樹種 同定 がな され

てお り、2011年 に は、既 にベ トナ ム林業大 学 の共 同研 究者 で あ るBich教 授 を代表 とす る

研 究 チー ムに よ り報 告 され て い る1)。 本 研究 で は、ハ ノイ を中心 と したベ トナム北部 か ら

出 土 したい くつ かの木材 を対象 に樹種 同定 をお こな う。本年 度 は、ベ トナ ムの タン ロン皇

城 遺跡 よ り出土 した木製遺 物 な らび にベ トナ ム産 の木材 の 中で きわ めて密 度 の大 きい4樹

種 につい て、樹種識 別 のた めのプ レパ ラー トの調製 お よび最大含 水率 、容積密 度 な らび に

最大収 縮率 な どの基本 的な物性試 験 をお こなった。 また 、共 同研 究 を推 進す る 目的でベ ト

ナ ム林 業大 学 にお いて ワー クシ ョップを 開催 した。

(3)SCOSTEP国 際共 同研究 プロジ ェク ト:CAWSESの 推進

1.研 究組 織

代表者 氏名:津 田敏 隆(京 都大 学生存 圏研 究 所)

共 同研 究者:NatGopalswamy(SCOSTEP(NASA/GSFC,US))、F.-J.Luebken(SCOSTEP(IAP,

Germany))、MariannaShepherd(SCOSTEP(York-U,Canada))、JosephDavila

(CAWSES(NASA/GSFC,US))

2.研 究概 要

我 々の大気 環境 は太 陽放 射エ ネル ギー を主 な駆動源 として形成 され てお り、必然 的 に太

陽活動 の長 ・短周期 変動 の影 響 を受 け、同時 に 自然界 に 内在 す る多様 な変 動 を含 ん でい る。

この諸 過程 を研 究対 象 とす る太 陽地球 系科学(SolarTerrestrialPhysics:STP)で は、

理論 ・数値 シ ミュ レー シ ョンに加 えて、地上 ・衛星観 測 が本 質 的 に重 要で あ る。ICSU傘 下

の太 陽地球 系科学委 員会(SCOSTEP;ScientificCommitteeforSolar-TerrestrialPhysics)

は 、2004-2013年 に国 際プ ロジェ ク トと して 「太 陽 ・地球 系の気候 と天気 、CAWSES:Climate

andWeatheroftheSun-EarthSystem」 を実施 してい る。CAWSESで は、様 々 な時間 ・空

間 スケール の太 陽活 動 と地 球大気 圏 ・電磁気 圏(Geospace)の 変動 、 な らび にそれ らの結合

過程 を研究 して い る。本研 究の代表 者 は、CAWSESの 国際 リー ダー と して研 究 プ ロジェ ク ト

を運 営 してい る。
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CAWSESの 活動 の一環 と して、2012年9.月17-26日 にイ ン ドネ シア航空宇 宙庁(LAPAN)が

Puncakで 開催 した国 際ス クール 、お よび イ ン ドのPuneで2012年11.月9-11日 に開かれ た

ISSTP(InternationalSymposiumonSolar-TerrestrialPhysics)に お いて 、CAWSESに 関す

る研 究活 動 に関す る情報発信 を行 った。

(4)MUレ ー ダー ・ライダー ・気球高 分解 能 同時観測 に よる大気乱 流特性 の 国際共 同研究

1.研 究組織

代 表者 氏名:橋 口浩 之(京 都 大学 生存 圏研 究所)

共 同研 究者:矢 吹正 教(京 都 大学 生存 圏研 究所)、 山本 真之(京 都 大学生 存圏研 究所)、 古

本 淳一(京 都 大学生 存圏研 究所)、 山本 衛(京 都 大 学生存 圏研 究所)、

柴 垣佳 明(大 阪電気 通信大 学)、 中城 智 之(福 井 工業 大学)、 深尾 昌一郎(京

都 大学名 誉教授)、HubertLuce(Toulon-VarUniv.)、RichardWilson(LATMOS,

CNRS)、DalaudierFrancis(CNRS)、DelanoeJulien(LATMOS)、Hauchecorne

Alain(CNRS)、ProtatAlain(CNRS)

2.研 究概 要

乱流 混合 は熱 や物 質の鉛 直輸送 に寄与 す る重 要 なプ ロセ スで あ るが、 その スケール が極

めて小 さい ことか ら観 測 が難 しい現象 の一つ であ る。我 々 は大気 乱流 の観 測 的研 究 を続 け

て きた。2000年 に実施 したMUTSI観 測 キ ャンペ ー ンで は、 高度分解 能20cmの 超 高感度 ラ

ジオ ゾ ンデ とMUレ ーダー との 同時観 測 か ら、厚 さ10m以 下 とい う従 来 の常識 を越 える極 め

て薄 い乱流薄層 が多 重 に存在 す る とい う驚 くべ き姿 を明 らか に し、従来 の下層大 気 にお け

る乱流渦 によ る鉛 直 拡散過程 の再 考察 を迫 った。MUレ ー ダー は2004年 に高機能 化へ の改

修 が行 われ、 レー ダーイ メー ジン グ(映 像)に よ り、 レンジ分解 能 が飛 躍 的に 向上 した観 測

が可能 となってい る。MUレ ー ダーは現在 の ところ乱流 を最 も正確 に映像化 で き る測器 で あ

る。一方 、仏 の研 究 グルー プで は近年 、 レイ リー ライ ダー に よる乱流計測 技術 の開発 を精

力 的 に進 めてお り、信 楽MU観 測所 設置 の レイ リー ライ ダー装置 にそ の技 術 を適 用 し、MU

レー ダー との同時観 測 を実施 した。MUレ ー ダー ・ライダー に加 えて ラジオ ゾンデ 気球 も放

球 し、顕著 な乱流 イベ ン トを捉 える ことに成 功 した。なお、本 研 究は、MUレ ー ダーイ メー

ジ ング観 測 ・デ ー タ解 析 の た め にLuce博 士 が 、 ライ ダ ー観 測 ・デ ー タ解 析 の た め に

Dalaudier博 士 とHauchecorne博 士 が、 ラジオ ゾンデ観測 ・デー タ解析 のた めにWilson

博 士 が来 日し、 日仏 の国 際共 同研 究 として実施 され た。

(5)生 存 圏 フラ ッグ シッ プ共 同研 究 「バ イオ ナ ノマテ リアル 」の 国際化 に向 けて

1.研 究組織

代 表者 氏名:矢 野浩 之(京 都 大学 生存 圏研 究所)

共 同研 究者:中 坪文 明(京 都 大学 生存 圏研 究所)、 阿部 賢太郎(京 都 大学 生存 圏研 究所)、

磯 貝 明(東 京 大学農 学生命 科学研 究科)、 能木 雅也(大 阪大 学産 業科学研 究

所)、 伊福 伸介(鳥 取 大学 工学部)、 山根 千弘(神 戸女子 大学 家政学 部)、 西 野

孝(神 戸大 学工学研 究科)、LarsBerglund(ス ウェー デ ン王 立工科 大学)、Tanja
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Zimmermann(ス イ ス材料科 学技術研 究所)、KristiinaOksman(ル レアエ科 大

学)、PiaQvintus(フ ィ ンラン ド産業 技術研 究セ ンター)、DerekG.Gray(マ

ックギル大学)、MohiniSain(マ ックギル大 学)

2.研 究概 要

本 国際共 同研 究 は、生存圏 フ ラ ッグシ ップ共 同研 究 の国際化 を軸 に、ナ ノセル ロー ス(セ

ル ロー スナ ノフ ァイ バー 、セル ロースナ ノウィスカ ーの総称)に 関す る国際 的な研 究 コ ミ

ュニテ ィの形成 を図 るもので ある。 ナ ノセル ロー スについ ては、ISOの 議論 におい てま

ず 命名 法が先行 して取 り上 げ られ るな ど、呼び 方ひ とつ とって も混沌 とした状態 にあ る。

加 えて、ナ ノセル ロース の製 造法 に は、植 物パ ル プを機 械 的手法 で解 繊す る方法 や高濃 度

の硫酸等 の化 学的手 法で解繊 す る手法 、バ クテ リアの培 養 で製 造す る手法 等 があ るが 、用

い る解繊 装置 、化学薬 品 の違 い に よ り、得 られ るナ ノ ファイバー の形態 、物性 、表面化 学

が大 き く異 な る。 さらに、同 じ原料 、解繊 装置 を用 いて も研 究者 が異 な る と得 られ るナ ノ

ファイバ ー の形 態 も様 々 であ る。 この ことか ら、本 国際共 同研 究 は、過去10年 にわた り

ナ ノセル ロー ス 関連 の研究 につ いて世界 を リー ドして きた研 究者 を 中心 に学術 的な観 点か

らナ ノセル ロース材 料の製造 法や評 価法 とい った研究 基盤 とな る部 分 を整 理 し、研 究者 コ

ミュニテ ィ内で情報 共有す るこ とを 目指 す もので ある。 本年 度 は、 日本 、カナ ダ、米 国、

ス ウェーデ ン、 フィ ンラン ド、 スイス 、イ ン ドネ シアのナ ノセル ロー ス研 究者 が京都 に集

ま り、研 究者 間で の原 料 、ナ ノセル ロー スサ ンプル の共有 お よび評価 につ い て議 論す ると

ともに、先 行 して、スイ ス、EMPAと 生 存研 の間で ナ ノセル ロー ス評 価研 究 を開始 した。

(6)新 型 ソフ トウ ェア受信 機 を用 いた大気 レー ダーの乱 流解像 手法 の開発

1.研 究組織

代 表者 氏名:山 本真 之(京 都 大学 生存 圏研 究所)

共 同研 究者:Tian-YouYu(オ ク ラホマ 大学先 端 レーザー研 究セ ン ター)、 山本 衛(京 都 大

学生存 圏研究所)、 橋 口浩 之(京 都 大学 生存 圏研 究所)

2.研 究概 要

大気 屈折率 の擾乱 に起 因す る電 波散乱 を利用 す る大気 レーダー は、他 の観 測機器 で は困

難 な晴天 乱流 の測定 が可能 で ある。 本研 究で は、多周 波切替 え送信 と適応 信号処 理 を併 用

す る レンジイ メー ジ ング(RIM)と 、従 来 の レンジサ ンプ リング間隔(送 信パル ス幅 に相

当)よ り短 い レンジ間隔 でサ ンプル を行 うオ ーバー サ ンプ リング(OS)を 併 用す るこ とで、

晴天 乱 流 を従 来 にな い鉛 直 分解 能 で解 像 す る手 法 の 開発 に取 り組 ん だ。OSつ きRIM

(RIM-OS)が 可能 な新型 ソフ トウェア受信機 を開発 し、 さらに1.3GHz帯 の ウィン ドプ

ロファイ ラ と新 型 ソフ トウェア受信 機 を用い た観 測 を実施す るこ とで、RIM-OSが 鉛 直ス

ケール100mの 小 ス ケー ル晴天 乱流 を検 出で きる こ とを示 した。

(7)GPS電 波掩蔽観 測 のデー タ解析 手法 に関す る国 際共 同研 究

1.研 究組織

代 表者 氏名:山 本 衛(京 都 大学 生存圏研 究所)
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共 同研究者:津 田敏隆(京 都大学生存圏研究所)、 新堀淳樹(京 都大学生存圏研究所)、 横

山竜宏(京 都大学生存圏研究所)、ThomasDjamaluddin(LAPAN)、ClaraYatini

(LAPAN)、RizalSuryana(LAPAN)、YogaAndrian(LAPAN)、Noersomadi(LAPAN)、

DyahR.Martiningrum(LAPAN)

2.研 究概要

イン ドネシア科学技術庁(RISTEK)1)は 、イン ドネシア人研究者を約3ヶ.月 にわたっ

て外国の大学 ・研究機関に派遣 して研修を積ませ る外国研修プログラムを開始 してい る。

イン ドネシア航空宇宙庁(LAPAN)2)の 若手研究者がこの外国研修プログラムに応募 し、

当研究所 を訪問する旅費 と滞在費 を獲得 した。本研究は、LAPAN研 究者が生存圏研究所

に滞在中の支援 を目的 としている。今回の来 日研究者の うち3名 はGPS掩 蔽の原理およ

びデータ解析方法についての研修 を受け、1名 は電離圏イ レギュラリテ ィの レーダー観測

について研修を受けた。

8.生 存 圏 フラ ツグ シ ツプ共 同研究RlSH

生存研 に特徴的なプロジェク ト型共同研究を支援す

るため、フラッグシップ共同研究を立ち上げ、公募 によ

り3件 を採択 した。フラッグシ ップ共同研究は、従来中

核研究部などで個別に実施 していたプロジェク ト型共同

研究を、可視化 ・研究支援す ることを主な 目的 とする。

(1)熱 帯産業林の持続的生産利用に関する多角総合的共同研究

1.研 究組織

代表者氏名:梅 澤俊明(京 都大学生存圏研究所)

共 同研究者:川 井秀一(京 都大学生存圏研究所)

矢野浩之(京 都大学生存圏研究所)

大村善治(京 都大学生存圏研究所)

塩谷雅人(京 都大学生存圏研究所)

小松幸平(京 都大学生存圏研究所)

吉村 剛(京 都大学生存圏研究所)

矢崎一史(京 都大学生存圏研究所)

渡邊隆司(京 都大学生存圏研究所)

杉 山淳司(京 都大学生存圏研究所)

今井友也(京 都大学生存圏研究所)

黒田宏之(京 都大学生存圏研究所)

梅村研二(京 都大学生存圏研究所)

鈴木史朗(京 都大学生存圏研究所)

他生存圏研究所員多数
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服部武文(徳 島大学 ソシオ ・アーツ ・アン ド・サイエンス研究部)

柴 田大輔(か ず さDNA研 究所)

三位正洋(千 葉大学園芸学部)

松本義勝(越 井木材工業(株))

バ ンバ ン スビヤン ト(イ ン ドネシア科学院)

2.研 究概要

化石資源 の大量使用に基づ く急激 な地球環境の悪化や化石資源の枯渇予想により、エネ

ル ギー ・食糧 ・工業原材料の供給 を、環境保全及び経済成長 との折 り合いのもとに達成す

る方策の確立が今後の人類の生存に必須 となっている。そ して、 この方策の確立こそ、生

存圏科学に与え られた使命 と言える。

化石資源 に代わ り、再生可能資源に対す る依存度を上昇 させ ることへの必然性は、既に世

界的共通認識 となっている。太陽エネルギーや風力エネルギーを始め として、再生可能資

源 には様々なものがあるが、エネル ギー供給に加 え、炭素系工業原材料の供給が可能な植

物バイオマス資源はとりわけ重要であり、その資源育成 と有効利用システムの確立が、世

界的に強く求め られている。 とりわけ、熱帯地域における樹木生長量は、温帯域のそれ を

はるかに上回ってお り、熱帯産業造林の持続的維持管理 とそこで得 られ る森林バイオマス

の効率的利用が、再生可能資源依存型社会において極めて重要 となる。

以上に鑑み、京都大学生存圏研究所では、その発足 と共に、国内外の研究機関 と連携 して、

アカシアマンギウムやアカシアハイブ リッ ド植林地において、大気圏 ・森林圏 ・人間生活

圏の物質循環の精測を行い、それに基づき、地域の環境 を損ねることなく木材生産の持続

性 と循環性を保証す る方策 を考えることを 目的とした統合的・融合的研究を推進 してきた。

本共同研究では、熱帯アカシア資源の持続的生産利用基盤 を確立を最終 目的として、従

来生存圏研究所で蓄積 してきた熱帯アカシア人工林に関する個別の成果に基づき、関係す

るあらゆる研究プ ロジェク トの有機的連携 を再構築す るための総合研究を実施す る。

3.研 究の背景 と目的

[背景]

熱帯地域における持続的な大規模産業造林は、持続的、循環的な木質バイオマス資源の

生産基盤 として、我が国の資源確保や地元住民の経済活動 ・福祉に大きく貢献 してい る。

その一方で、遺伝的多様性に乏 しい限 られた系統の連続的かつ土地集約的な植林に伴 う「生

産の問題」、土壌栄養分の短期収奪に関す る 「持続性の問題」、地域住民の生活保証や経済

振興 といった 「社会問題」、木質資源の効率的な材料変換やエネルギー変換に関わる 「利用

の問題」など生存圏全体に関わる様 々な課題が存在 している。 これ らの課題 の解決には従

来の技術では不十分であり、関連学術基盤の深化 に基づ く圧倒的な技術革新が必須である。

これ らの課題解決に向け、生存圏研究所ではその発足 とともに内外の研究機関 と連携 して、

イン ドネシア南スマ トラ州、 リアウ州、マ レーシアサバ州などの事業植林地をフィール ド

として、大気圏 ・森林圏 ・人間生活圏の物質循環の精測を行い、それに基づき地域の環境

を損ねることなく木質バイオマス資源生産の持続性 と循環性 を保証する方策を考 えること

を 目的とした総合的研究を行 ってきた。その結果、アカシア人工林の育成 と利用 に関して
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多 くの個 別的 プ ロジ ェク トが進行 しそれ ぞれ成 果 を上 げて きた。

[目的]

本共 同研 究 の 目的は、従 来生存 圏研究 所で蓄積 して きた熱 帯 アカシ ア人 工林 に関す る個

別 の成果 に基 づ き、関係 す るあ らゆる研 究 プ ロジ ェク トの有機 的連携 を再構 築 し、以 て熱

帯ア カシア資源 の持 続的生産 利用基 盤 を確 立す るこ とで ある。

4.研 究 の結果 およ び考 察

従来行 われ て きた個々 のアカ シア 関連 プ ロジ ェク トは、 開始以 来数年 が経過 してお り、

組 織 的に一層 の連携 融合 を図 る ことが今 後 の研 究 の飛躍 的進 展 に必 須 となっ てい る。本 共

同研 究 で は、昨年度 これ らの 旧アカ シアイ ンター ミッシ ョン傘下 の個 々の研 究 プ ロジェ ク

トの深化継 続 を図 る と ともに、熱 帯人 工林 の持 続性 、熱 帯早 生樹 の特性 、熱帯早 生樹 の利

用 、熱 帯早生樹 のバ イオテ クノ ロジー 、の4項 目に関す る調 査研 究 を行 い、研 究の必然性

と将来 の研 究 の方 向性 につ いて再検 討 した。 これ に引 き続 き、本年 度 は、平成24年 度 生

存 圏研 究所研 究集 会 「熱帯産 業林 の持続 的生産利 用 に向 けたバ イオ テ クノ ロジー の新展 開」

お よび 生存圏研 究所 の国 際共 同利 用 ・共 同研究 に 関す る研究 プ ロジ ェク ト 「熱 帯早生樹 バ

イオ テ ク ノロジー の新展 開」 の ご支援 を受 け、The3「dFlagshipSymposiumofTropical

ArtificialForest(The213thSustainableHumanosphereSymposium)TreeBiotechnology

towardsSustainableProductionofForestBiomassを 平成24年10月13日 に開催 し

た。 この国際研 究会 では 、米 国 ノース カ ロライ ナ州 立大学V.L.Chiang教 授 に よる樹 木

バ イ オ テ ク ノ ロ ジー の 現 状 と将 来 につ い て の基 調 講 演 、 イ ン ドネ シ ア科 学 院Bambang

Subiyanto教 授 の熱 帯林業 の現状 分析 と将来展 望 に関す る基 調講演 の ほか、 日本 製紙河 岡

明義博 士 によ るパル プ産業 か ら見た精英 樹作 出の必要性 に関す る講 演、森 林総合研 究所 山

田竜彦博 士 に よるバ イオ リファイナ リー構 築 に向 けた新 規 リグニ ン利 用方 法 に関す る講 演、

埼 玉大 学刑 部敬 史博 士 によ る遺伝 子組換 え とみ な され ない組換 え技術 に関す る講 演、京 大

生存研 のMd.MahabuburRahman博 士 に よるアグ ロバ クテ リウムを用い たアカ シアの形 質転

換 法 の開発 に関す る講演 が行 われ た。本 シ ンポジ ウムで は、樹 木 のバイ オテ ク ノロジーの

将 来展 望 につ き、産 業界 か ら見 た方 向性 、官学 にお け る技術 開発 の現状 、遺伝子 組換 え技

術 の社 会的受容 性 な どに関 して総合 的 に討 論 がな され 、産官 学 の役割 分担 と相互 連携 に関

す る共 通認 識 が醸成 され た。

ま た、本研 究会 のサテ ライ ト勉 強会 と して平 成25年3.月4日 に 「熱帯 地域 にお け るイ

ネ 科バ イオマ ス植 物 の持続 的生産 と利用 に 向けて」 を開催 した。 上記 国際シ ンポ ジ ウムが

主 として樹木 を対象 と した もの であ るのに対 し、本勉 強会 は草本 系バイ オマ ス植 物 の持 続

的生産利 用 に関す る研 究会 で ある。 こ こで、 九州大学 田金博 士 に よる東南 ア ジア にお け る

サ トウキ ビ近縁 野生 種 と育種 へ の利 用 、食 品総 合研究所 徳安博 士 に よるバ イオ マス植物 の

特 性 に対応 したバイ オエ タ ノール製 造 プ ロセ スの 開発 、九州 沖縄農研 我有 博士 に よるエ リ

ア ンサス資源利 用 、京 大生存 研梅澤 に よるエ リア ンサスの化 学成分 特性 と酵素糖 化性 の解

析 に関す る講演 が あった。 さ らに この勉 強会 に基づ く連 携等 の推進 につ いて討議 され た。

以上 の よ うな現状把 握 に基 づ き、平成25年2月20～27日 に梅 澤 がマ レー シアサバ

州 ケ ニンガ ウ近 郊 のKMHybridPlantationSDN.BHD.社 のア カシ アハ イブ リッ ド植林 地並
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びに、イン ドネシアボゴール近郊のスーパー ソルガム植栽地の調査 を行った。前者では、

関連各界が注 目しているアカシアハイブ リッド植林事業における生産性 と持続性 に関す る

現状調査、後者ではバイオエタノール生産性の高 さから近年注 目を集 めているスーパーソ

ルガムの生産利用状況について調査 を行った。

5.今 後の展開

上記調査研究を基に、樹木 にとどま らず様 々な熱帯バイオマス資源の持続的生産に係 る

様々な課題 を視野に入れ、具体的な研究展開を図る予定である。

(2)バ イオマス ・物質変換のためのマイクロ波高度利用共同研究

1.研 究組織

代表者氏名:篠 原真毅(京 都大学生存圏研究所)

共 同研究者:渡 辺隆司(京 都大学生存圏研究所)

三谷友彦(京 都大学生存圏研究所)

杉 山淳司(京 都大学生存圏研究所)

今井友也(京 都大学生存圏研究所)

畑 俊充(京 都大学生存圏研究所)

蜂谷 寛(京 都大学エネルギー科学研究科)

園部太郎(京 都大学エネルギー科学研究科)

簗瀬英司(鳥 取大学大学院工学研究科)

吉川 昇(東 北大学大学院環境科学研究科)

佐藤元泰(中 部大学)他

2.研 究概要

本フラッグシップ共 同研究の 目的はマイクロ波プ ロセスを応用 した木質バイオマスか

らのバイオエタノール、バイオケミカルス生成の高効率化、及び無機系の材料創生のマイ

クロ波プロセスの開発である。本フラグシ ップ共同研究は、生存圏研究所の特色を生か し、

マイクロ波工学 と化学研究者、及び物質構造解析 の研究者が参加す ることによ り、マイク

ロ波プロセ ッシング科学の発展 と応用技術 開発 を目指す。平成21年 度導入 された 「先進

素材 開発解析 システム(AnalysisandDevelopmentSystemforAdvancedMaterials,

ADAM)」 研究設備は現在全国共同利用設備 として広 く利用 されてお り、様々な研究成果 を

あげている。マイクロ波アプ リケータ、様 々な周波数対応の大電力マイクロ波発生装置、

マイクロ波測定装置、質量分析器、有機用1無機用の2種 類 の電子顕微鏡等で構成 された

ADAMを 用いた研究は生存圏研究所のフラグシップ共同研究 としての大きな特色である。

これ までマイクロ波 プロセスを応用 した木質バイオマスか らのバイオエタノールは当

研究所渡辺教授 をプロジェク トリーダとしてNEDO「 バイオマスエネルギー高効率転換技

術開発1バイオマスエネルギー先導技術研究開発」プロジェク トを中心に研究を行 ってきた。

本 プロジェク トに加 え、平成23年 度 より同渡辺教授を リーダー とした新プ ロジェク ト

JSTICRESTの 「電磁波応答性触媒反応を介 した植物か らの リグニン系機能性ポ リマーの

創成」(研究領域 「二酸化炭素資源化 を目指 した植物の物質生産力強化 と生産物活用のため
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の基盤技術の創 出」)が開始された。本研究では、植物細胞壁 を固めるリグニンへの親和性

と電磁波吸収能を付与 した新規触媒 を合成するとともに、周波数を連続的に変化 させ るこ

とができる電磁波化学反応装置を開発 し、電磁波の特性 を活か した高効率 リグニン分離 ・

分解反応系を構築す る。また、 リグニンを含む植物の包括精密構造解析 と電磁波反応を組

み合わせて、 リニア型 リグニンの分離法やモ ノマーへの分解法、精製法を開発 し、強度、

耐溶媒性、分散性、耐衝撃性、紫外線吸収特性な どに優れる芳香族ポ リマーに変換す る。

今年度 はさらに京都大学、中部大学、東北大学、上智大学 らの研究グループで環境省環

境研究総合推進費による研究事業 「マイ クロ波による瓦礫中の有害物質迅速処理一アスベ

ス ト飛散 とダイオキシン発生防止一」を推進 した。災害に見舞われた地域では、家屋や様々

な瓦礫 を始め とする多量の物質の処理が復興への大 きな課題 である。本研究グループは

様々な技術を融合 し、災害復興のための技術開発研究 を行 う事を目的 としている。本研究

グループではマイクロ波一燃焼ハイブリッ ド加熱炉による、瓦礫の無害化 ・再資源化処理 に

関する研究開発 を行った。東 日本大震災で発生 した瓦礫 は、セメン ト、木材 、およびプラ

スチ ック、有機物 ・金属などに、大量の塩分(海 水由来)が含まれお り、これ らの混在物 を

マイクロ波で約1050℃ にまで加熱す ることで以下の効果 を期待 している。

(1)無 害化 を促進、コンクリー ト廃材再生可能なセメン ト原料および安全な埋め立て用資材

化す る。コンクリー ト廃棄物 に含まれるアスベス ト類を加熱処理す ることで、再生セメン

ト原料や二次汚染 を気にすることのない埋め立て用の資材にす る

(2)利 用不可能な木材 ・燃料,即 ちハイブ リッ ド加熱処理の燃焼炉熱源 として活用す る。

(3)非 飛散性アスベス トの無害化 ・塩分含有有機物の燃焼によって生 じるダイオキシンを迅

速に無害化する。アスベス ト含有廃材をマイクロ波により加熱 し、人体への侵食性 を奪っ

て無害化す る。

また 日本電磁波エネル ギー応用学会JEMEA(JapanSocietyofElectromagneticWave

EnergyApplications)と の連携 も深 めている。JEMEAは1996年 度に活動 を開始 した若い学

会であるが、電磁波エネル ギーの応用に関す る研究開発の 日本の中心 として積極的に活動を

行 っている。年に1度 開催 しているJEMEAシ ンポジウムの第6回 を当研究所篠原が大会委員

長 とな り2012年10月4-5日 に京都大学吉田キャンパス百周年記念ホールで実施 した。研究発

表89件(口 頭発表55件 、ポスター発表29件 、特別講演3件 、招待講演2件)で あ り、企業展示15

件、企業発表12件 であった。参加者196名 であ り、併催のShortCourseと 共に大変盛況であ

った。今後もJEMEAと の連携 を深め、フラグシップ共同研究を加速 してい く。

3.研 究の成果

写真1は 宮城県名取市閑上 中学校跡地に設置 したマイ クロ波処理炉、写真2は 主要実験

メンバーである。この処理炉 を用いて2012年12.月 か ら2103年2月 に実証実験 を実施 し

た。その結果、2ト ン以上1日でのアスベス ト無害化の実証に成功 した。写真3(a)は マイク

ロ波処理前の瓦礫(ス レー ト瓦)の顕微鏡写真、写真3(b)は マイクロ波処理後の顕微鏡写真

である。 これ らは以下の手順で分析 を行った ものである。

1.ア スベス ト繊維の同定

アスベス トの種類 ごとに異なった染色液を使い、蛍光着色出来た繊維状の像 をアスベ
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ス トと認 める。 図3(a)は ク リソタイル(白 石 綿)に 蛍 光着色 す る顔料 によって 、紫色 に蛍

光 を発 してい る状態 を示 してい ます 。

2.こ の蛍 光着色 した繊維 の内、ア スペ ク ト比(長 さ1直径 の比)が 、3以 上 の繊維 を有 害 と

見 なす 。法 的 にアスペ ク ト比 が3を 下回 った もの は無 害 とな る。

3.約70視 野 を覗 き、ア スベ ス トをカ ウン トす る。

分析 の結果 、実験 前 の ス レー ト瓦 の アスベ ス ト含 有 量 は 約12%、 実 験 後 の含 有量 は

0.07%と 大幅 に減少 し、無 害化 に成功 した。

唖ド もL聾 ∵ 層 捌 ド
ノrバ 冨

ト 論 一 ・」畢抑%〆 一

り'㌦`1姻 出 一 免"当

写真1:現 地 に設置 され たマイ クロ波処理炉 写真2:主 要実験 メンバー

わ

ゐ リ ロ 　 ロ の
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写真3:(a)マ イクロ波処理前の瓦礫の顕微鏡写真(b)処 理後の顕微鏡写真

本プロジェク トは2014年 度までの2年 間のプロジェク トであ り、来年度はマイクロ波

を用いると通常加熱 よりも低温でアスベス トが処理 される科学に関 し詳細 を研究する。 さ

らに本マイクロ波処理炉の事業化に向け、活動 を加速する。

(3)バ イオナノマテ リアル共同研究

1.研 究組織

代表者氏名:矢 野浩之(京 都大学生存圏研究所)

共同研究者:中 坪文明(京 都大学生存圏研究所)

阿部賢太郎(京 都大学生存圏研究所)
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伊福伸介(鳥 取大学工学研究科)

能木雅也(大 阪大学産業科学研究所)

アン トニオ ・ノリオ ・ナガガイ ト(徳 島大学大学院)(他20名)

2.研 究概要

植物細胞 の基本骨格物質であるセルロースナ ノファイバーは、鋼鉄の1/5の 軽 さで、

その5倍 以上の強度(2-3GPa)、 ガラスの1/50以 下(0.1ppm/K)の 線熱膨張係数 を有す る

スーパーナノ繊維である。木材等、植物資源の50%以 上を占めるほぼ無尽蔵の持続型資

源であ りながら、ナ ノファイバーレベルまでの解繊 コス ト、ナノファイバー故の取 り扱い

の難 しさなどか ら、これまで工業的利用はほとん どなされてこなかった。 しかし、近年、

新規のグ リー ン ・高機能ナ ノ材料 として、世界 中で、急速に研究が活発化 している。 この

ような背景のもと、本 フラッグシップ共同研究は、生存研が有す るセル ロースナノファイ

バー材料やキチンナ ノファイバー材料 といったバイオナノマテ リアルに関する10年 近い

共 同研究実績を基に、生存研 にバイオナ ノ材料において世界 をリー ドす る共同研究拠点を

構築す ることを 目的として行 っている。本共同研究の特色は"異 分野連携"、"垂 直連携"

といった"連 携"で ある。生存圏科学の拡がりを活用 して、生物資源材料 を扱 う研究者 ・

機関、そのナ ノエ レメン トの化学変性や再構築 を行 う研究者 ・機関、 さらには材料を部材

化 し自動車や電子機器への応用に取 り組む研究者 ・機関、 といったこれまでつなが りの薄

かった分野の研究者 ・機 関が垂直連携 して、先進的生物材料の開発に取 り組んでいる。

3.研 究の成果

本年度はセル ロースナノファイバー強化による自動車用高機能化グ リー ン部材の研究開発

について紹介す る。

自動車では燃費の向上のために、部材 の軽量化が研究 されている。その一つの方向として、

ポ リプロピレンやポ リエチ レンといった軽量樹脂部材への置き換えが進 められているが、こ

れ らの樹脂 は強度が低 く、また、熱膨張が大きく、既存の樹脂 による置き換 えには限界があ

る。そこで、NEDOグ リーン ・サスティナブルケミカルプロセス基盤技術プログラム(GSC)

において、生存圏研究所 を集中研 として、京都市産業技術研究所、王子製紙(株)、三菱化学(株)、
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DIC(株)、 星光PMC(株)と 共 同で セル ロースナ ノファイバー に よる 自動車用 樹脂 の強度 、寸法

安 定性 の向上 に取 り組 んだ。今 年度 は、 下記 の成 果 が得 られ てい る。

①化 学変性 したセル ロー スナ ノフ ァイ バー をポ リエ チ レン、 ポ リプ ロ ピレンに10-15%添

加 し、そ の強 さを3-4倍 も向上 させ る こ とに世界 で初 めて成功 した。熱 に よ る伸び縮 み

も1/5に まで大 き く抑 え られ る。

②化 学 変性 した製 紙 用,

パル プを溶融 した樹脂 で 奪

と混合す るだけで、パ 蓬

霧 翫 灘 勘 〆 黙4で 一4∫ 一
ダ

を開発 した。 これ に よhン ー一

りセ ル ロー スナ ノフ ァ

イバ ー 強化 樹 脂材 料 の 図2染 色 したセル ロースナ ノファイバー で補強 した樹脂射

製 造 プ ロセ ス を単純 化 出成型体(ミ ニカー)。 コッ トンな どの繊維 素材 に行われてき

す る ことが 出来 、実 用 た染色技術 をセル ロースナ ノファイバ ーに施す と(カ ラー ド

化 に大 き く前 進 した。 ナ ノフ ァイバー)、 材料補強 とともに材着(樹 脂の着色)も 同

③セ ル ロー スナ ノフ ァ 時 に行 える。

イバ ー 強化 樹 脂 を超 臨

界二 酸化炭 素 で発 泡 させ るこ とで 、既 往 の 自動 車用材 料 と同等 の強度 を半分 の軽 さで得

られ る様 にな った。

④ コッ トン な どの繊維 素材 に行 われ て きた染色 を施す こ とで 、ナ ノフ ァイバー 添加 で補

強 とともに樹 脂 の材 着(着 色)も 可能 に した(カ ラー ドナ ノフ ァイバ ー)。

本材 料 は、 自動車部 品 だ けでな く、家電 、住 宅、包 装 ・容器等 に用 い られ てい る樹脂

部 品への展 開 も可能 で あ る。

これ らの成 果 につ いて は、第61回 高分 子討論 会 お よび 生存 圏研究 所 の主催 で開催 し

た 国際 シンポ ジ ウム"NanocelluloseSu㎜it2012"に お いて発表 した。

4.今 後 の予定

次年度 は経 済産業省 の支援 によ り変性 パル プ製 造 のテス トプ ラン トを建 設す る。それ に

よ り変性 パル プ、変性 セル ロー スナ ノフ ァイバ ー を様 々 な樹脂 、様 々 な部材 で評 価で き る

よ うにな る。 将来 的には 、 自国 の森 林資源 等 、非可食性 バ イオマ ス資源 か らバ イオベ ース

のポ リプ ロ ピレン ・ポ リエ チ レン等 も作 るこ とで、100%自 国バ イオ マス資源 によ る自

動 車用 高機 能樹 脂材 料の製造 が 可能で あ る。 自国資源 だ けで高機能材 料 を製造 し輸 出す る

こ とも夢 で はない。
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9.平 成24年 度 オ ー プ ンセ ミナ ー

回 開催月日 演 者 題 目 翻

CihatTascioglu

14713日(京 都 大 学 生 存 圏 研 究所.Bi°1°gicalpe「f° 「mance°fw° °d-basedc°mp°sitesg

額 教 授)P°st-t「eatedwithp「ese「vatives

6月

石 川 容 平

14820日(京 都 大 学 生 存 圏 研 究 所 ・ 生 存 圏科 学 と新 産 業29

特 任 教 授)

SanjayKumarMEHTA

1491田(京 都 大 牲 存 圏 研 究 所.L°ngitudinaldependenceintheinte「annual2。

ミ ツシ,ン 専 攻 研 究 員)va「iati°n°fthetempe「atu「ean°malies

松 原 恵 理

1507月18日(京 都 大 学 生 存 圏 研 究 所 ・ に お い の心 理 生 理 学 的 な効 果 と木 材 利 用22

ミ ッシ ョン専 攻 研 究 員)

鈴 木 遥

15125日(京 都 大 学 生 存 圏 研 究 所 ・ 木 質 資源 の 循 環 利 用 と地 域23

ミ ッシ ョン専 攻 研 究 員)

中宮 賢 樹

15212日(京 都 大 学 生 存 圏 研 究 所 ・ 宇 宙 ゴ ミ(ス ペ ー ス デ ブ リ)を 除 去 しよ う!13

ミ ッシ ョン専 攻 研 究 員)

横 山 竜 宏

1539月19日(京 都 大 学 生 存 圏 研 究 所 ・ 超 高層 大 気 の ロケ ッ ト観 測11

ミ ッシ ョン専 攻 研 究 員)

樫 村 京 一 郎

15428日(京 都 大 学 生 存 圏 研 究 所 ・ 無機 ・冶 金 プ ロセ ス に お け る マイ ク ロ波 加 熱 の魅 力14

ミ ッシ ョン専 攻 研 究 員)

MertzMechtild

15517日(京 都 大 牲 存 圏 研 究 所.W° °didentificati°n°fAncientBuildingsinChina22
andintheTibetanCulturalRealm外 国人 客 員 准 教 授)

池 谷 仁 里

15610月24日(兵 庫 県 立 大 学 顕微 鏡 で接 合 藻 類 ア オ ミ ドロの お見 合 い を 見 る16

生 命理 学 研 究 科 ・客 員教 員)

15731日
(京都大学蝿 薪菱所.助 教)木 購 研究と木造建築22

片 岡 龍 峰

15814日(東 京 工 業 大 学 オ ー ロラの 高 速 撮 像 実験12

理 学 研究 流 動 機 構 ・特 任助 教)
11月

RogerM.RoweII

15921日(米 国農 務 省 林 産 物 研 究所 ・ImportanceofSustainableBiomaterials40

ウ ィ ス コ ン シ ン大 学 名 誉教 授)

河 本 聡 美

16012日(JAXA研 究 開 発 本 部 ・ ス ペー スデ ブ リの 現 状 と除去 の 必 要 性 に つ い て10

主 任 研 究 員)

12月
江 波 進 一

16119日(京 都 大 学 白眉 セ ンター ・ 植 物 由 来の 揮 発 性 物 質 テ ルペ ンの 気 液 界 面 反応15

特 定 准 教 授)
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堀越 智

16216日(上 智大学理工学部 マイクロ波で駆動する化学17

物質生命理工学科 ・准教授)

大平 辰朗
1月

16323日(独 立行政法人森林総合研 究所 樹木の香 り成分による空気質の改善23

樹 木抽 出成分研究室 ・ 室長)

伊勢 田 哲治1643°日

(京都大学文学研究科.准 教}受)環 境科学 における科学知と゜一 力ル知の協同2°

338

10.「 生存 圏 ミツシ ョンシ ンポ ジ ウム 」の開催

第223回 生存圏シンポジウム

生存圏 ミツシ ョンシンポ ジウム

プログラム

3月13日(水)(京 都大学生存圏研究所 木質材料実験棟(木 質ホール))

9:45挨 拶 津 田敏隆(京 都大学生存圏研究所 所長)

【生存圏学際萌芽研究センター ミッション専攻研究員 成果報告】

9:50「 概要説明」

矢野浩之(京 都大学生存圏研究所)

9:55「 マイクロ波による低炭素化社会構築への開発研究」

樫村京一郎

10:10「 高精細大気圏 ・電離圏統合モデルによる電離圏擾乱現象の解明」

横 山竜宏

10:25「 木質資源の循環利用システムを地域社会一文化においてどう構築

す るか」

鈴木 遥

10:40「 地球周辺の宇宙環境の積極的改善に向けた工学研究」

中宮賢樹

10:55「 木質資源の"心 地良 さ"と 生理応答の評価システムの確立」

松原恵理

【生存圏フラッグシップ共同研究 成果報告】

11:20「 バイオマス ・物質変換のためのマイ クロ波高度利用共同研究」

篠原真毅(京 都大学生存圏研究所)

11:35「 熱帯産業林の持続的生産利用に関す る多角総合的共同研究」

梅澤俊明(京 都大学生存圏研究所)
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11:50「 バ イオナ ノマテ リアル 共 同研 究」

矢 野浩 之(京 都 大学生 存 圏研 究所)

【開放型研 究推進 部共 同利 用 専 門委員 会 活動報 告 】

13:10MUレ ー ダー/赤 道大気 レー ダー(EAR)

「活動 報告」

山本 衛(京 都大 学生存 圏研究所)

13:18「MUレ ー ダー、赤道 大気 レー ダー によ る電離 圏不規則構 造 の研 究 とそ の衛 星

航法 支援へ の応用 」

斎藤 享((独)電 子航 法研究所)

13:36先 端 電波科 学計算機 実験装 置(A-KDK)

「活動 報告」

大 村善治(京 都 大学 生存 圏研 究所)

13:44「 地球 内部磁 気圏 ・放射線 帯 にお けるホイ ッス ラー モー ド ・コー ラス放射 の

生成過 程 に関す るシ ミュ レー シ ョン研 究」

加 藤雄 人(東 北大学 大学院理 学研 究科)

14:02マ イ クロ波 エネル ギー伝 送実験 装置(METLAB)

「活動 報告」

篠原真 毅(京 都大 学生存 圏研究所)

14:10「 電動 トラ ック用2.4GHz帯10kWレ クテナへ の送電 実験」

古川 実(日 本電 業工作 ㈱)

14:28木 質材 料実 験棟

「活動 報告」

小松 幸 平(京 都 大学生 存 圏研 究所)

14:36「 木質 ラー メ ンフ レー ム と構造用 合板 を用い た耐力壁 を併用 した門型 フ レー

ムの水平加力 実験 」

瀧 野敦夫(奈 良女 子大 学)

15:05居 住 圏劣化 生物飼 育棟(DOL)/生 活 ・森 林 圏シ ミュ レー シ ョンフ ィール ド(LSF)

「活動 報告」

吉村 剛(京 都 大学 生存 圏研 究所)

15:13「Biologicalresistanceofthemediumdensityfiberboard(MDF)produdced

fromarenewablebiomass,pineapPleleaffiber」

Dr.YuliatiIndrayani(Tanjungpura大 学林 学部)

15:31持 続 可能生 存 圏開拓診 断(DASH)/森 林 バイ オマス評価 分析 シ ステ(FBAS)

「活動 報告」

矢 崎一史(京 都 大学生 存圏研 究所)

15:39「 リグニ ン生合 成 の代謝 工学」

梅 澤俊 明(京 都 大学 生存 圏研 究所)
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「酢酸菌におけるセル ロース生合成機構の解明」

今井友也(京 都大学生存圏研究所)

15:57先 進素材開発解析 システム(ADAM)

「活動報告」

渡辺隆司(京 都大学生存圏研究所)

16:05「 高品質機能性発光錯体のマイクロ波合成 と精密分析評価」

松村竹子(有 限会社 ミネルバ ライ トラボ)

16:23生 存圏データベース

「活動報告」

塩谷雅人(京 都大学生存圏研究所)

16:31「 木材多様性データベースの充実 を目指 して」

伊東隆夫(独 立行政法人国立文化財機構奈良文化財研究所)

17:15★ ポスター展示発表★

生存圏科学萌芽研究15件

生存圏ミッシ ョン研究19件

生存圏 ミッション研究(国 際)7件

ミッション専攻研究員6件

新領域開拓共同研究7件

3月14日(木)(京 都大学生存圏研究所 木質材料実験棟(木 質ホール))

【生存圏研究所 研究 ミッシ ョン活動紹介】

9:30ミ ッシ ョン1:環 境計測 ・地球再生

(代表)塩 谷雅人(京 都大学生存圏研究所)

9:40ミ ッシ ョン2:太 陽エネル ギー変換 ・利用)

(代表)篠 原真毅(京 都大学生存圏研究所)

9:50ミ ッシ ョン3:宇 宙環境 ・利用

(代表)山 川 宏(京 都大学生存圏研究所)

10:00ミ ッシ ョン4:循 環型資源 ・材料開発

(代表)小 松幸平(京 都大学生存圏研究所)
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11.共 同研 究集 会

生存 圏の正 しい理解 と問題解決のために、環境計測 ・地球再生、太 陽エネル ギー変換 ・利用、

宇宙環境 ・利用、循環型資源 ・材 料開発 を ミッシ ョンとし、 ミッション と深 く関わ る研究テーマ

について、全国 ・国際 レベルでプ ロジェク ト研究 を展開す る とともに、公 開シンポジ ウムを積極

的に開催 して成果を社会 に発信 している。

本年度 のシンポジ ウム実施状況

本年度 は第205回 か ら第228回 の生存 圏シンポジ ウムを開催 した。24件 の うち、生存圏研究所の

全国共同利用の展開 と研究所 ミッシ ョンの推進 に関連 した専門委員会主催の シンポジ ウムが7件

である。残 りの17件 は生存 圏科学研究の関連分野 における萌芽的研 究に関す るテーマや生存圏プ

ロジェク トに関連の深 いテーマについて全国の研 究者 が集 中的に討議す る 「公募型シ ンポジ ウム」

である。 また、国際会議 も4件(第208、209、213、214回 の4件 、参加人数649人)を 数 える。

参加人数 は2056名 であった。

生存 圏シンポ ジウム

回 開催 日(開 暢 所)シ ンポジウムタ朴 ノレ 毅

平成24年6.月25日 京都大学生存 圏研究所 と宮崎県木材利 用技術セ ン

第205回(宮 崎県木材利用技術セ ンター ター との研 究協定締結記念シンポジウムー両機 関80

大会議室)の 研究紹介 と今後 の共同研 究の可能性 について一

平成24年6.月28日

第206回(京 都大学生存圏研究所/木 質 大震災か ら考 えるこ と 一木質構造 に着 目して一39

ホール)

平成24年7月18日

第207回(京 都大学生存圏研究所/遠 隔DASH/FBAS全 国共同利用成果報告会 一第3回 一27

会議室(S143))

生存圏科学スクール2012・ 第2回 国際生存圏科学

第一 欝 驚蜘 誤嘱 盛総1器温 謙 論 網
Humansphere(The2ndISSH)

第2・9回 擁 謬 翻 月15日 ㎞C・lh-UMMIT2・12461

平成24年9.月8日

第210回(京 都大学宇治キャンパ ス/お 生存圏 フォーラム第5回 総会 ・特別講演会72

うば くプラザ きはだホール)

第211回 謝 禦 齪 嵜/矩 讐6回MUレ ーダー・赤齢 レーダーシンポジウ58
ホ ー ル)

平 成24年10.月1日 一2日

第212回(東 京 工 業 大 学 百 年 記 念 館3第2回 極 端 宇 宙 天 気 研 究 会25

階 フ ェ ラ イ ト会 議 室)

平 成24年10月13日The3rdFlagshipSymposiumofTropical

第213回(京 都 大 学 生 存 圏 研 究 所/木 質ArtificialForestTreeBiotechnologytowards34

ホ ー ル)SustainableProductionofForestBiomass
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一 欝 継 誹補 繊 翫滞1締 灘i8・

第一 轡 輔 鵬/木 質 笏課 騨 以繕 鰍 及び支粘

第一 欝 錨 昊所/木質 禦舗 易鶉 鍵合物を介喩 翫

第9回 持続的生存 圏創成のためのエネルギー循環

平成24年11月13日 シ ンポジ ウムー マイク ロ波 高度利用 と先端分析化

第217回(京 都 大学生存圏研 究所/木 質 学 ・第2回 先進素材 開発解析 システ ム(ADAM)シ ン51

ホール)ポ ジ ウムー マイク ロ波 高度利用生存 圏フラ ッグシ

ップ共 同研究

平成25年2.月19日 居住圏劣化生物飼育棟(DOL)/生 活 ・森林圏シ ミュ

第218回(京 都 大学生存圏研 究所/木 質 レーシ ョンフィール ド(LSF)全 国 ・国際共同利用40

ホール)研 究成果報告会

第219回 欝 鉄 男 鶏 都)綴ll支 搬 暴いイ ンド.東ヒマラや34

NanocelluloseSymposium2013

第22・回 礁 諺 尋男27日 箏規 鋤 醐 鉛臨 鵡 ア墜 懲 碧458
用途 開発～

平成25年2月28日 一3.月1日 地球環境科学における分野横 断研究 の最前線

第221回(京 都 大学生存圏研 究所/木 質 一分野横断研 究のためのe-infrastructureと サイ49

ホール)エ ンスへの応用 一

鞭 回欝 羅 函繕 木質 鱒 科学計轍 シ瀞 ウム騰 妬

平成25年3月13日 一14日

第223回 鞘 さ懲 駆1郷 燃 生存圏ミッションシンポジウム1・7

ブ リ ッ ドス ペ ー ス)

第一 欝 轡 究所/木質 ±難9哲 鞭 シ。_研 究 御

第225回 藷 罐 膿 男 イス 第 緯1位 データの有効活用に関する検討ワークシ29
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